Labor Market and Wages in the Iron-and Steelindustry of Ruhrdistrict 1865-1880 : On the Case of Krupp\u27s Cast Steel Factory in Essen by 大塚 忠 & Ohtsuka Tadashi
ルール鉄鋼業の労働市場と賃金1865-1880 : クルッ
プ鋳鋼エッセン工場を中心にして
著者 大塚 忠
雑誌名 關西大學經済論集
巻 36
号 1
ページ 119-177
発行年 1986-05-15
その他のタイトル Labor Market and Wages in the Iron-and
Steelindustry of Ruhrdistrict 1865-1880 : On
the Case of Krupp's Cast Steel Factory in
Essen
URL http://hdl.handle.net/10112/14676
119
論 文 一
ルール鉄鋼業の労働市場と賃金1865-1880
一クルップ鋳鋼エッセンエ場を中心にして－
忠大 塚
目 次
はじめに－課題の限定一
第一章「会社創立期」前後の労働市場
第一節概観
第二節クルップ，製鋼・圧延部門の労働移動
第三節雇用調整過程の労働市場
第二章 「会社創立期」前後の賃金
第一節概観
第二節クルップの賃金関係
第三節クルップ製鋼・圧延工場の賃金構造
はじめに‐－課題の限定一
本論考の目的はタルール地方を中心にドイツ鉄鋼業における労使関係の基礎
過程をできるかぎり詳細に検討し, ドイツ労働史研究に対し多少の貢献をなす
ことである。対象とする時期は主に1870年前後の「会社創立期」を挾んだ時期
と1900年代の「高度工業化」が達成された時期の2つである。資料の存在がこ
の2つの時期に考察を限定させるのであるが， この2つの時期は各々経済史的
にみてもそれ自体として興味深い時期であるばかりか， この間の経済・経営上
の変化が労使関係の基礎過程にどのような変化をもたらしたのかを比較する上
でも適当な時期だと考えられる。
ところで， ドイツ労働史研究史からみると,当時の鉄鋼業の労使関係につい
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てはいくつかの同時代の調査を除けば，まとまった研究書が少ない1)。 戦後の
西ドイツの新たな研究書としては，恐らく 0.ノイローの著作と G.アーデルマ
ンの資料集と最近ではD.クリューのボフム市とボフム連合を扱ったものだけで
あろう 2)。0.ノイローの研究は，共同決定制の労使関係への影響に焦点をあわ
せたものであるが，就業規則の変遷，職長一労働者関係の変化などがわかり，
G. アーデルマンの仕事と一定の共通性をもっている。アーデルマンの『資料集』
は，クルップとグーテホフヌンク製鉄所などの鉄鋼業の経営内外の多面的労使
関係規制を明らかにしているが， 0.ノイローの著作と同じく労使関係の基礎
過程についての情報は少い。他方 D.クリューの著書は，工業都市ボフムの労
働者状態の研究であり， 1部問題意識は共通するところがあるのだが，ボフム
1)同時代の調査とは， 云うまでもなく中央労働者福祉協会が行った調査， とくに 0.
Bosselmann, Die Entlohnungsmethoden in der sudwestdeutsch-luxemburgischen 
Eisenindustrie, 1906, W. Timmermann, Die Entlohnungsmethoden in der 
hannoverschen Eisenindustrie, 1906, 0. Jeidels, Die Methoden der Arbeitsent-
lohnung in der rheinisch-切estfalischenEisenindustrie 1907と1912年に発表され
たドイツ金属労組が行った調査， DieSchwereisenindustrie zm deutschen Zollgebiet 
ihre Entwicklung und ihre Arbeiterとキリスト系金属労組の調査， F. Wieber, 
Der Arbeiterschutz in der gesundheitsc旭dlichenu. schweren lndustrie, 1909な
どを指す。他にもカルテルと労働関係を扱ったタイトルは魅力的な本， 0. Utsch, 
Kartelle u. Arbeiter Eine叫rtschafts-u. sozialpolitische Studie, besonders an 
der schweren Industrie Deutsch/and 1911, W. Schwarz, Beitrage zum Studium 
der Kartelle in der Eisen= u. Stahlindustrie mit besonderer Berucksichtigung 
ihres Einflusses auf die materielle Lage der Arbeiter, Diss. 1912があるが労使
関係についてはあまり得ところがない。
2) O, Neuloh, Die deutsche Betriebsverfassung u. ihre Sozialformen bis zur 
Mitbestimmung, 1956, G. Adelmann, Quellensammlung zur Geschichte der 
sozialen Betriebsverfassung, Bd. 2, 196-5, D, Crew, Bochum Sozialgeschichte 
einer lndustriestadt 1860-1914, 1980. 
なお，ノイロー，ァーデルマンの仕事と重なるが，初期技術者層の形成という銀点
から1870年代までの鉄鋼業における技術者と経営者の対立，そして内部化（経営官僚
制の成立）を明らかにした L.U. ショルの研究も新しい。 L.U. Scholl, lngenieure 
in der Fruhindustrialisierung, 1978. 
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連合の労使関係の基礎過程についてはあまり多くの情報が得られない3)。最近，
ルールの鉄鋼業史の決定版とも言える著書を出版した w.フェルデンキルヒェ
ンによれば4), Jレールの鉄鋼大企業の残存する原資料の中で，生産要素として
の労働に関する情報はわずかしかなく，そのためにこの点での鉄鋼業全体にわ
たる系統的研究は行えないようである。恐らくその通りであろ、う。私が訪れたテ
ィッセンA.Gのアルヒーフには1912年の圧延工場の賃金リストの他には1900
年から 7年間にわたる職員の賃金リストがあるのみであり，最も労使関係につ
いての資料があるクルップのアルヒーフでも， 1870年代初頭までの製鋼・圧延
部門の賃金台帳が残っている他は，まとまった形では， 1910年代の詳しい賃金
統計があるのみであった。それ故，以下の研究でも労使関係の基礎過程につい
ては上記の 2つの時期に焦点をあて，しかも他の文献，資料で補完するとして
も，主にクルップ鋳鋼エッセン工場に対象を限定せざるを得ないのである。
クルップ鋳鋼エッセン工場の労使関係については，最近では労働市場の内部
化という観点から，主として1885年から1905年までの勤続年数別労働者・職員
数の変動を調べ，労働者・職員の移動率，昇進の程度を検討した T.ビーレン
ケンバ一の仕事がある。彼は1885年当時 1~5年勤続の労働者数が20年後に59
彩減っていることから，クルップのばあい職員層に比して労働者の内部化の程
度は低く，従って，労働者については「基幹従業員層の形成」は認められなか
ったとしている5)。そして1900年前後の職員層とくに，技術職員については内
部昇進によって労働者層から充足されてもおり，従ってここでは「封鎖された
内部労働市場」が形成される傾向があったことを明らかにしている6)。
3)例えば，賃金階層に関するデークは余り多くない。 D.Crew, ibid., S. 187ff. 
4) W. Feldenkirchen, Die Eisen-und Stahlindustrie des Ruhrgebietes 1879-1914, 
1982, s. 1. 
5) T. Pierenkemper, Al. 磁 ationsbedingungenim Arbeitsmarkt Das Beispiel des 
Arbeitsmarktes fur Angestellt切berufeim Kaiserreich, 1880-1913, 1982, S. 186 
-190, 193. 同じことであるが， 10年以上勤続者の割合もこの間減少している。
6) Ibid., S. 207ff. 
121 
122 闊西大學「経清論集」第36巻第 1号 (1986年5月）
確かに1890年以降のクルップや他の鉄鋼企業の労働移動が激しかったことに
ついては，当時すでに指摘され詳しく解明されていた事であるが叫それはこ
の時期のドイツの電気，化学工業そしてルール鉄鋼業の急拡張とそれに基づく
労働力不足そして労働強化に帰因するところが多く， その内容を問わなけれ
ば，鉄鋼企業に必ずしも「基幹労働者」形成のための制度的機構が形成されて
いなかったあるいは崩壊したことを意味しない。労働者階層の一定部分に対
しては企業（あるいは工場）内の制度的諸力よりも市場の需要力の方が極めて強
く，そのことが労働移動促進的に働いていたとみるべきであろう。本稿は従っ
てヒ°ーレンケンパーのように， 移（異）動が激しかったからという理由で直ちに
「社会階層移動（＝職員層への昇進）」と「職員層の内部市場化」へと視点を移さ
ないで，より詳しく労働条件や労働力構成，そして賃金構造などを検討するこ
とを目的にしている。
ところで，クルップ鋳鋼のこのような労使関係の基礎過程については，周知
のように， 1906年以来クルップで資料の収集と聞取調査にあたり，それをまと
めた R.エーレンベルクの大部の 3部作がある8)。原資料の現存状況からみて，
恐らくエーレンベルクの仕事に勝るクルップの労使関係史は今後も書かれない
だろうと思われるが， 3 部作の内，「クルップ研究m」は 1850•年代までを中心
としたクルップの雇用調整，賃金構造，労働力編成，福祉制度などを詳細に明
らかにしたものである9)。ただ， 1850年代までのクルップにおける製鋼法はる
7) F. Syrup, Studien iiber den industriellen Arbeitswechsel, in: Archiv f: 加
exakte Wirtschaftsforschung Bd. 4, R. Ehrenberg, Schwli.che und Stli.rkung 
der neuzeitlicher Arbeitsgemeinschaften, in: Archiv fur exakte Wirtschafts-
forschung, Bd. 3. 
8)注 7)であげた他に， KruppStudien I ., I., 皿， in:Archiv fur exakte Wirt-
schaftsf orschung, Bd. 2, Bd. 3, そして R.Ehrenberg u. H. Racine, Krupp'sche 
Arbeiter-Familien Entwicklung u. Entwicklungs-Faktoren von d咋iGenerationen 
Deutscher Arbeiter, 1912. 
9)この点については，以前紹介したことがある。・拙稿「ドイツ鉄鋼業の労資関係序説
(1)」関西大学「経済論集』 28巻5号1978年。
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つぼ炉を用いた鋳鋼の生産以外はバドル法による錬鉄生産，あるいはパドル鋼
の生産があるのみで，従って近代的鉄鋼企業としてのクルップの労使関係がそ
れほど明瞭にならない。『クルップの労働者家族』は 1905年時点でクルップに
30年以上勤務する労働者682人を対象に，その父親そして子供の 3世代にわた
る個々の詳細な「労働者の運命」（賃金収入の変動，社会的階層移動の有無）をモノ
グラフと統計処理をして描いたものであるが，個々の労働者家族が辿った運命
の多様さ，またその過程で形成された上層階層と下層階層への分化については
詳しくわかるものの， その時々の労使関係に言及可能な分析とはなっていな
い。また， 30年以上勤続者を対象としたことによって，比較的熟練工の多い機
械作業場（機械組立・部品加工工湯）と大砲製造工場の労働者に分析比重が偏る傾
向がある10)。ただクルップ鋳鋼全体の賃金動向については「クルップ研究 I,
I」ですでに明らかにしてあるというのが彼の言い分なのであろう。その「ク
ルップ研究 I, I」では，職長を含む労働者の平均日収が1864年の2.28M.か
ら1906年の5,35M.へと 2倍化している（年収にすると約900M.の相違）こと，賃金
・構造をみてみると， 1895年から1906年の間に上層への移動つまり賃金収入の高
い労働者層が増加しつつあること，クルップの労働者の内 6割を占めた専門エ
（半熟練工を含む）の賃金収入（平均6M以上一一年収にして1,800M・. から2,400M.)は，
兵役途中の者も含む21歳未満の若年エ，徒弟， 傷病者， 不熟練エ（補助労働者）
10)もっとも，当時の社会主義者や左派講壇社会主義者たちの労働者窮乏化論，あるいは
労働者を同質的階級として描くことによって，すべての労働者家族が階級への帰属を
運命づけられるとした多くのドイツ歴史学派の人々の見解に対して，「精密科学」「実
証科学」を対置しつつ，これらの見解をほぼ論破する証拠を提出していたことは評価
されねばならない。労働史に関しては，かっての歴史学派あるいは国民経済学の見解
が戦後の西ドイツでほとんど顧みられなくなっている現状で，ェーレンベルクの仕事
が相かわらず引用されているのは，その当時の彼の政治的立場（国民自由党支持）と
は別に彼の残した業績の水準の高さを物語っているといえよう。戦後西ドイツの労働
史研究の動向については， K.Tenfelde/G. A. Ritter (Hrsg.), Bibliographie zur 
Geschichte der deutschen Arbeitersc板ftu. Arbeiterbewegung 1863 bis 1914, 
1976 s. 48-59° を参照されたい。
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などで構成される残り40%の平均日収以下の固定的低賃金労働者層によって，
全体平均の上では約lM.引下げられて表わされることなどが， 賃金統計ない
し賃金台帳を基に明らかにされている。「クルップ研究 I,n:」はこのように賃
金格差とその度合を扱っている点で，労使関係の基礎過程を知る上では極めて
重要な文献である。全体としての賃金格差の減少あるいは賃金構造上の上層部
分の上昇は，企業内の広い範囲にわたる職務比較がなされるような労働力構成
—ダンロップの用語に従えば「職務群」11)ーーが成立していたことを窺わせ
るからであり，またそれとともに労働市場内部化の機構が存在していたことも
想像できるからである。
以上のように， R.エーレンベルクの仕事は，（労働移動についての残りの彼の文
献も含めて）当時としては唯一の企業資料を使って，ク）レップの労使関係の基礎
過程を，ほぼ明らかにしているといってよい。
この論考はそれ故，エーレンベルクの研究成果を前提にしつつ，どちらかと
．言えば分析比重を本来の鉄鋼業の生産工程，つまり製鋼・圧延工程に置きなが
ら，彼が比較的とり扱わなかった時期一―-「会社創立期」前後と「転換期」以
降—ーについて労使関係の基礎過程をできるだけ詳しく明らかにしようとする
ものである。そして本稿はまず「会社創立期」前後の労使関係の基礎過程に焦
点をあてて論ずることとする12)。
第一章 「会社創立期」前後の）レール鉄鋼業の労働市場
第一節概観
クルップの社史によれば， A. クルップがベッセマー製鋼法の導入を決意し
11)この用語の説得的説明については， E. R. Livernash, Job Clusters, in: New 
Concepts of Wage Determination, by G. W. Taylor and F. C. Pierson, 1957 
pp. 140-60を参照のこと。
12)本稿のとり扱う時期は，前掲旧稿と多少時期が重複する。それ故また内容的にも重複
があるが，むしろ旧稿の多少の修正，大幅な加筑となっている。
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たのはすでに1850年代末の事であり， 1861年には秘密裡の内にドイツ最初のベ
ッセマー工場が設立され， 1863年には，前年イギリスに発注した 2台の 5t転
炉の内の1台が操業を開始していた13)。このベッセマー製鋼法によるいわゆる
軟鋼の生産はひきつづきヘルデ連合，ボフム連合においても開始され， 1870年
にベッセー製鋼法のパテント期限が到来するや否や， グーテホフヌンク製鉄
所，フェニックス， ドルトムント・ウニオン，ヘッシュ（ドルトムント）そして
ライン製鋼（マイテリヒ）等の）レールの鉄鋼企業に次々と導入されていった。普
仏戦争による多額の賠償金のドイツヘの流入と，それを契機にした投機的鉄道
建設の展開が以上のベッセー法の導入に拍車を掛けたのであるが， 70年代導入
企業の多くが，その生産開始を1873年以降に実現していったことは，この時期
の恐慌を激しくすることになった。さてベッセマー鋼は確かにパドル鋼や鋳鋼
に比して大量生産が可能ではあったが，その用途は主に鉄道レー）レ，鋼板，車
輪などの生産に限定されたばかりか，導入企業のばあいは，これらの製品の大
量生産・販売に成功するまでにかなりの時間をかけなければならないという限
界をもっていた。クルップで最初に軟鋼レールが圧延されたのは1862年である
が． レールの発注を受けたのは1863年バイエルン鉄道が最初であり．本格的に
レールの大量生産に乗りだすのは1865年に第2ベッセマー工場（自社製の5台の
大転炉をもつ）が設立され' 3段圧延機による大圧延工場での軟鋼レール生産が
軌道に乗り始めてからであった。鋼板の生産は1862年から始っているが．厚板
の方は67年になっても生産に成功せず，軟鋼を使っての大量生産品は1864年に
設立された薄板圧延工場とボイラー鍛造工場における薄板とボイラーに限ら
れた。 A.クルップは多用途の厚板ばかりでなく，旧来鋳鋼ないしパドル鋼で生
産していたスプリング，車軸などにも徐々にベッセマー鋼を利用しようと試み
たが，ベッセマー鋼は帯鋼，砲身，車軸には使えなかったという。このように
「鋳鋼からベッセマー鋼」への脱却には成功しなかったものの，クルップでは
13) Krupp 1812-1912, 1912, S. 16. 
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1871年に，それまで秘密裡に実験が繰り返されていたジーメンス・マルチィン
法による軟鋼生産に成功し，マルチィン鋼による新たな製品の開発が試みられ
ていた叫つまりクルップにおいては， 60年代後半から 70年代は，科学を駆
使しての「鋳鋼から軟鋼」への転換期であったのである。そして転換期であっ
たことは， 1868年からの本格的好況の開始に伴って，鋳鋼生産のための設備，
るつぽ炉やパドル炉そして再熱炉なども増大させることになった。
このような事情はクルップと同じような生産工程をもち， 1864年になってベ
ッセマー鋼の生産を始めたボフム連合や， ドルトムントの混合企業ヘルデ連合
でもみられた。ヘルデ連合ではベッセマー転炉は 1864年に運転が開始された
が，規模が小さくまた実用化までかなりの費用がかかり，結局本格的な大量生
産は 1667/68年の 6t転炉 3台の設置された新工場設立まで待たなければなら
なかった15)。そしてベッセマー鋼を用いた製品はこれら鉄鋼企業においても主
として鉄道レール・車輪であり， 他の製品は鋳鋼（＝るつぼ鋼）ないしパドル鉄
（鋼）によって作られたのである。 とりわけ棒鋼， ビーム，外輪，枕木などの製
品領域はパドル鉄（鋼）から作られていた16)0 
従って， 1868年からの好況過程で）レールの鉄鋼業はベッセマー鋼の生産ばか
りでなく，パドル鉄（鋼）の生産（あるいは鋳鋼の生産）も拡張したわけで，それに伴
って，パドル用銑鉄とベッセマー用銑鉄の生産が，また各種圧延工場が拡張され
ていったのである。ただジーメンス・マルチィン法はクルップを最初に，フェ
ニクス（ルールオルト工場1874年操業開始）， クーテホフヌンク(1878年），ヘルデ連
合に導入されたが，なお規模は小さく，実験段階にあったし，加えて原料くず
14)以上については， Krupp1812-1912, S. 166f. 169, W. Feldenkirchen, ibid., S. 
39f. 
15) 0. Stilich, Eisen-u. Stahlindustrie, 1904, S. 16, Geschichtliche Ent威cklungu. 
gegenwiirtiger Stand des Phoenix A. G. fur Bergbau u. Huttenbetrieb in Hoerde, 
1912 ((以下 Phoen江とする）， S.60f., W. Feldenkirchen, ibid., S. 39f. なお，ボ
フム連合のベッセマー鋼大最生産開始は1869年。
16) W. Feldenkirchen, ibid., S. 45. 
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鉄不足からこの方法による生産の拡張は当面ほとんど望めなかった17)。
•以上のように， Jレールの鉄鋼企業は1868年からの好況と鉄道建設需要に支え
られて，ベッセマー転炉の普及を実現したばかりか，パドル鉄（鋼）による生産規
模をも拡大し，それらに関連して高炉工場の新設・拡張（グーテホフヌンク1868~
72, ヘルデ連合1872)ないし取得（クルップのヨハニス製鉄所1872,ヘルマン製鉄所1871,
ボフム連合のミュールハイム製鉄所1872)が行われたばかりか， 各種圧延工場を新
設・拡張していった18)。こうした好況とベッセマー鋼による大量生産工場の出
現が，男子成人労働力への急激な労働需要をひき起こしたことは言うまでもな
い。今，各鉄鋼企業の平均労働者数の推移をみてみると第1表のようになる。
この表はいずれも，できるかぎり鉄鋼労働者数を把握するために作成したもの
であるが，グーテホフヌンクのばあいには，職員数が含まれており， 1880年の
時点でこの職員数が630人であることから，各年から600人ほどを引けば実数に
近づくことができるだろう。またニーダ ライ‘ノ以下の単純企業の労働者数の
中にも職員が含まれている可能性はあるが， F.ヴィルヘルム製鉄所で 1870年
代の職員数は25人程であるから19), 単純企業のばあいは労働需要の推移は職員
を含めても実勢に近いとみてよいと思われる。ただし，職長は当時まだ下級職
員として位置づけられておらず，従ってこの中に含まれていることが多い。ま
たクルップとボフム連合のばあいは大砲を中心にした兵器製造工場をもってお
り，従ってそれら工場と部品加工・組立工場の労働者が入っていることは留意
しておかねばならない。
さて以上の点に注意して平均労働者数の推移，言い換えれば，年々企業が生
産物需要に応じて必要とした労働者の平均数をみていくと， 1873年—単純企
17) Phoen比 S.21, 0. Stilich, ibid., S. 153, Die Gutehoffnungshutte Oberhausen, 
仰rErinnerung an das 100 jiihrige Bestehen, 1810-1910, S. 27. . 
18)以上は， W.Feldenkirchen, ibid., S. 40, Die Gutehojfnungshutte……, S.26, 
Phoenix, S. 61, Krupp 1812-1912, S. 168より。
19) G. Adelmann, ibid., S. 593. 
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第2表 ルール鉄鋼企業の労働者数の変動
129 
(1870=100) 
クルップボフムヘルデ、 I~::ri- 翌エル シュティルム
（高炉工場） （高炉工場） （単圧企業）
1870 100 100 100 100 100 100 
71 124 123 96 105 
72 147 161 114 102 108 
73 165 194 107 126 
74 163 179 115 140 133 128 
75 138 164 69 119 148 120 
76 127 128 104 125 90 
ヽ
77 121 125 101 99 93 
78 133 119 59 96 98 93 
79 112 129 63 99 108 100 
80 124 144 64 129 132 94 
-
業のばあい74年 にほぽその上昇がビークとなり， 75年から急速な減少を迎
えて， 1877年ないし78年（クルップは79年）に底に到達していることがわかる。っ
まり各企業の労働需要動向は景気変動に極めて合致した動きをしているのであ
るが，ただ1870年時点と70年代末とを比較してみると，ウニオン・ドルトムン
ト工場を別にして平均労働者数にそれほど極端な差はない。むしろ目立つのは
73年， 74年時点の労働者の異常なほどの増加であり，またその後の急激な削減
である。 1870年を100とした第 2表でこのことはより明瞭にみてとれるであろ
う。ヘルデ連合のばあいには， 1874年までの増加の程度が低いのは，ベッセマ
ー工場，バドルエ楊そして圧延工場の拡張が1870年にはほぼ完成し終っていた
ことと20), ドルトムント・ウニオンの急成長，ヘッシュのドルトムントでの操
業開始(1873年）などによって， 当地の労働力が払底状態にあったことによる。
シュティリッヒは，新規に労働者ばかりか職員層まで大量雇用せざるを得なか
ったドルトムント・ウニオンにおいて，その労働力不足がいちじるしく，その
結果，熟練・経験工の採用という方針が守れず， 「雇用の失敗」があったこと
20) 0. Stilich, ibid., S. 16, Phoenix, S. 61. 
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を言及しているが21), ドルトムント周辺は極端にしても， 1873年まで）レールの
鉄鋼業にとって労働力は急速に払底の状態になっていったことは容易に理解で
きるであろう。
事実，例えばエッセンの商業会議所の『年次報告」は，すでに1870年に労働
カの完全利用状況を伝えており，普仏戦後の帰還兵で多少の補充が可能となり
はしたが，彼らの労働能力の減退（労働生産性回復の遅延ないし傷病者化）で全体的
には生産性が以前より落ちつつあることを伝えていた22)。そして1872年には，
賃金を引上げたにもかかわらず，必要労働力を確保できず，ー「労働力不足は71
年冬期以来，……重大な災厄にまで至った」23)と報告している。 1872,73年に
労働力を調達するために賃金が引上げられたとの報告は，デュイスブルクやボ
フムの商業会議所報告からもみられるから24), 1873年にかけて）レールの鉄鋼業
の労働市場は，労働力の争奪戦の様相を呈していたと考えられる。ちなみにこ
の時期の労働移動はまた極めて活発で，例えば，1873年の）レールの大鉄鋼工場に
おける労働力の流出入をみてみると，第3表のようになる。ハムの線材工場で
あるヴェストファリア製鋼を除いて，他の大企業は少くて平均労働者数の半数，
ボフム連合では，平均労働者数を超える移動があったことがわかる。近郊にラ
イン製鋼やフェニックス等の混合企業を控え，単純高炉企業一一日ハニス(1872
年よりクルップに合併）， ニーダーライン，フルカーン一や単圧企業―•デュィ
スプルク(1872年操業開始）など 3社一が並存するデュィスプルクでは，例えば
1873年恐慌のあおりをうけて1875年から操業を停止してしまうフルカーン製鉄
所をとってみると，ここでは1870年からすでに平均労働者数をかなり超える労
働移動があり，しかも退職移動者の規模は73年に近づくほど増加している（第4
表）。頻繁な退職に対応して，発注の増加を充たすため後に述べるように賃金
21) 0. Stilich, ibid., S. 10. 
22) J. H. K. zu Essen, 1870, S. 43. 
23) J. H. K. zu Essen, 1872, S. 36. 
-24) J. H-K. zu Duisburg 1872, S. 3, J. H. K. zu Bochum 1873, S. 10. 
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第 3表 ルール鉄鋼企業の労働移動 (1873年）
平労働者均数 入職者数 離職者数 入職(%割)合 1離職(%割)合
ク Iレ ツ プ 12,253 10,571 9,465 86.2 77.2 
グーテホフヌンク 4,421 ro. 1 76.6 
フェニックス 3,192 55.1 50. 7 
ボ フ ム 連合 4,105 4,659 4,683 113. 5 114 
ヘ 9レ デ連合 2,832 53.9 55.5 
ラ イ ン製鋼 758 86.3 61. 2 
ヴェストファリア鋼業 762 26 .3 . 35.5 
I 2s. ao2 1 -I 、-I 79. s I 75.4 
（出典） Bericht iiber die Vehandlungen der industriellen Vereine, in: 
Schmollers ]ahr:buch 1888, S. 32lff. 
第4表 フルカーン製鉄所の労働移動（人）
I平均労働者数I入職者数 ！ 退職者数
1870 311 550 375 
71 249 321 303 
72 304 614 494 
73 386 290 533 
74 170 64 ・176 
（出典） ]. H. K. zu Duisburg各年より。
I 
を引上げつつ労働力を確保しなければならなかったであろう。
以上のように， 1873年にかけて労働移動は異常なまでに高まっていたことが
わかる。ただこの当時の移動の内容については充分な検討を要する。というの
は急激な生産の拡張は労働市場への一般的な需要圧力となって現われたことは
事実だが，その生産の拡張がベッセマー法という鉄鋼の大量生産技術の導入に
係わって行われたために，生産組織は合理的でしかも大規模になり，従って，
周辺農村の農民や手工業者あるいは他の産業労働者が新規雇用されるばあいに
は，この生産組織に適合できることが雇用の前提条件であったからである。っ
まり，採用には工場労働にみあった厳しい規律が伴っており，そのことが移動
を一層高めるごとになっていたと思われるからである。そればかりではない。
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移動を促がす厳しい選抜がもう一つの理由から行われることになった。それは
以下の理由による。ベッセマー法やマルチィン法は：大量生産の可能性を生み
だしたばかりか，バドル鋼やるつぼ鋼による鋼製品を駆逐し更に用途を拡げる
可能性を含んでいたから，そのためにこの時期に多くの技師，技術者が採用・
育成されることになった25)。科学を駆使した実験が繰り返され26), 工場や生産
工程の新設，改築が頻繁に行われて，鉄鋼の用途の拡大，生産工程の合理化が
追求されていた。事務・管理機構の確立もこの時期に集中しており，例えばク
ルップではi旧来事務所 (Kontor)が事務を担当していたのであるが，工場の新
設，拡大によって商業・管理事務が多くの事務局 (Bureu)に分散してしまって
いたので， 1872年には本社を建てそこに事務・管理機構を集中するようになっ
た27)。このような本部機構改革措置は， ボッフム連合では 1870年代初めから
1875年にかけて行われているし28),グーテホフヌンクなどにもみられるから29',
フェニックスやドルトムント・ウニオンのようにルール各地に工場が分散して
いて集中化措置がとりにくい大企業を除けば30), 他の大鉄鋼企業でも行われた
ものと思われる。本部機構はともか<,1860年代から70年代にかけて，ゲック
の用語を使えば， Jレールの鉄鋼業大企業では早期の「技術者経済」の体制が次
25) L. U. Scholl, ibid., S. 333 (グーテホフヌンク）， 363(クルップ）， 375 (ヘルデ連
合）， 393(ボフム連合）をみよ。ただ1870年代ではなお工科大学（後の）卒の技術者
と，実地経験によって技術を修得した者との間の身分上の差異はまだ明白ではなかっ
た。従って職長を含む技術者層が事実上各種の実験や工程の合理化に数多くかかわっ
たのである。このことについては， L.U. Scholl, ibid., S. 361f, 389f. 
26)クルップやボフム連合ではすでに1865,66年頃から実験室をもっていた。 WAIV673, 
L. U. Scholl, ibid., S. 392. 
27) Krupp 1812-1912, S. 194, L. U. Scholl, ibid .S. 354. 
28) W. Diibritz, ibid., S. 170. 
29) Die Gutehojfnungshutte……, s. 53. シュテルクラーデからオーバーハウゼンに。
30) ドルトムント：ウニオンは1875年に管理組織を各工場別に 5分割し，分権化を図った
が，その効果は思わしくなかった。フェニックスもやはりルールオルトとオーバーハ
ウゼンに工場が分散しており， 1860年にケルンにあった本部をルールオルトに移して
いた。以上， Phoenix,S. 16, 147, 0. Stilich, ibid., S. 97f. 
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第に整えられていったことは以上のことから容易に察することができるであろ
ぅ31)。「技術者経済」の体制は言うまでもなく多数の事務・技術職員を必要と
する。そこでいくつかの大鉄鋼企業のこの時期の職員 Beamte数をみておけ
ば，クルップ・エッセン鋳鋼工場には， 1872年， 73年に 739人，ボフム連合で
は，同時期250人，それから74年から75年にかけて200人， 180人と減少してお
り， ドルトムント・ウニオンには 1872年に 334人，グーテホフヌンクでは同時
期150人となっている32)。クルップの職員数が並外れて大きいのは， 1872年の
「大組織機構改革」（ショル）と恐らく無縁ではないだろう。そしてクルップ以
外でも150人から300人ほどの職員を抱えていたことは，この時期にすでに大鉄．
鋼企業では職員が「層」として形成されていたことを伺うに充分であろう。ま
た技術革新の急速な展開は中でも技術職員の層を膨らませたと言ってよい。
1872年7月にアルフレッド・クルップは，「我々が大量に必要としているの
は，新しい職員 Beamte,管理者，技術者，冶金・建築技師，そして職長であ
る。……エッセン近郊に住む，自己工場内で訓練された•…••作業に精通した者
埠chtigeKraftが優先されるが， これが不充分なら，新聞での照会などあら
ゆる手段を動員してもよい」33)(傍点筆者）と書いている。つまりここには技術職
員層（職長を含む）の育成と採用が，緊急に必要とされていたことが表明されて
いるのである。コッカやショルによれば，1870年代では，ドイツではなお技術職
員層の社会的身分は明白でなく，実地経験豊かな労働者が中級あるいは上級技
術職員になるケースが多かった。それ故彼ら技術職員層と労働者層との階層区
分は，労働契約期間の長いこと（例えば10年），所得が給与形態をとっていてし
かも年収が固定され保証されていたことなどによって経営内では明白にはなっ
31)「技術者経済」の用語については， L.H. A. Geck, Die sozialen Arbeitsver励ltnisse
im Wandel der Zeit, 1977 (Nachdruck), S. 5f. 
32)以上， 0.Stilich, ibid., S. 9, Die Gutehoffnungshutte……, S. 59f., ]. H. K. zu 
Essen, ]. H. K. zu Bochumの各年より。 グーテホフヌンクの職員数は過少に見積
られていると思われる。
33) WA V 314 Eigenhlindigen Niederschrift AK's・S. 29f. 
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ていたがなお連続性は保たれていた34)。例えば， 1860年代のアルフレッド・ク
ルップの科学的知識への注目にも拘らず， クルップの製鋼・圧延部門の部長
(Ressortchef) R. アィヒホフー~ クルップの親族であった一ーは，科学的知
識によりも， 経験と実践的探究にょり重要性を置く技術者で， そのため 1874
年に彼が当該部署を退くまで，製鋼・・圧延部門の多くの工場で新しい作業方法
の採用が阻害されたという 35)。A.クルップはF.A. ウーレンハウトのような工
科学校（プラウンシュバイク）出の技術者をアィヒホフの下につけ，ベッセマー転
炉，マルチィン炉の操業・導入に成功させはしたが36),実地経験優位の体制はク
ルップでもなかなか崩壊しなかったのである。それ故，一部高級技術・管理職
員一部長，事業所長 Betriebsfiihrer,アシスクント，上級職長，職長の一部，
設計士など—は，先の A. クルップの手紙にもあるように，職長も含めてでき
るだけ「工場内で訓練されたそして忠誠心を育くまれた」「作業に精通した者
出chigeKraft」として一括して扱ゎれていたのである。理論的知識の優位が
必ずしも確立していない中で技師・技術者層の充実が求められたことは，同時
に将来の職長，ないし技師・技術者あるいは事業所長層の後継者である労働者
に対してもまず第一次的には，作業に精通した労働者であることが要求され，
またそのような労働者が求められることになった。ルールの鉄鋼企業が労働市
場で得ようとしていたのは，多かれ少なかれ「技術者経済」が確立していく過
程で，将来の技術者層の担い手を含む，基幹労働者になりうる，またその限り
で忠誠心の篤い労働者であった。そして1870年代初頭に不足していたのは，主
としてこのような意味での作業に精通した労働者 tiichtigeArbeiterであっ
た。ヘルデ連合の『営業報告」は， 1873年以降の長期の深刻な不況の原因の一
つとして， 1869年の北ドイツ連邦営業条例のため， 徒弟の拘束がーできなくな
り，また若年エヘの労働時間制限 (10時間制）が規定されたため，作業に労働者
34) L. U. Scholl, ibid., S. 361f., 389f., 402ff. J. Kocka, Die加 ,gestellten切 der
deutschen Geschichte 1850-1980, 1981, S. 5f., 74f., 121. 
35) Krupp 1812-1911, S. 160, 170. 
36) L. U. Scholl, ibid., S. 344. 
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を精通させることが困難になったことを挙げていた37)。こうして，作業に精通
した労働者の育成が困難なことが，彼らの獲得戦を激しくしていたが38), クル
ップや他の大企業では，にも拘らず頻繁な労働移動の中で，当時の技術者経済
の体制にあった基幹労働者層形成のための措置がとられたのである。そしてそ
れが最も顕著な形で行われたのはクルップにおいてであった。
1872年に A.クルップは， Herrim Hauseの立場を確立するために旧来の
「就業規則」や回状等を集大成して「一般服務規則」を作成し， 70年前後から生
じていた規律の弛緩を引き締めるような経営管理組織を作りあげているのであ
るが39),この措置によってクルップの労働者管理は一層経営官僚的になった。例
えば雇用や解雇そして出勤については，守衛による入職ナンバーの記入，出勤
管理が加わったばかりでなく， 再雇用に条件が付けられたし40), そればかり
か，採用・解雇そして配転の決定は事業所長 Betriebsfiihrerに権限が集中さ
れ，職長や監督係Aufseherは単独でかかる権限を行使できなくなった (GR.
§48)。そしてクルップの従業員全員に，「忠誠と献身をもって， 常に会社の最
上を押しすすめ，損害を回避するよう要求し，とりわけ秩序，時間厳守，間断
のない努力を求める」 (GR.§4)ことになった。 この「一般服務規則」は基本
的に20世紀に入ってもなお大きく変更されることなく適用されていくのである
が40, これによって Prokra→Ressortchef→事業所長→職長，監督 という
｛アシスクント -上級職長 （労働者）
37) 0. Stilich, ibid., S. 39. フェニックスでも同様な事情にあった。 Phoeれix,S. 21. 
38) ]. H. K. zu Duisburg 1872, S. 3. 
39) E. Schroder, Alfred Krupps Generalregulativ, in: Tradition 1, 1956 S. 35~ 
57. なお，藤瀬浩司「19世紀末「大不況」下におけるドイツ製鉄資本の蓄積条件と政
策」（『調査と資料』 56号）は， Herrim Hause確立の根拠を，直傭制，位階制など
が厳密に保持され，技術者の生産工程指揮が行われていたドイツ的労働制度のあり方
に求めている。基本的に首肯できる見解といえよう (31~33,40~41, 76ペー ジ）。
40) 1873年の雇用に関ずる「回状」による。 G.Adelmann, ibid., S. 322. に載っている。
41) Krupp 1812-1912, S. 194. しかし労使関係にかかわるところは多少変更があっ
た。社会主義運動の排除， 上司との関係が明白にされた。 これについてはさしあた
り， 0.Neuloh, ibid., S. 156f. 
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管理機構が整えられたことで，労働者管理がより一層組織的になったといえよ
ぅ42)。そしてこの組織的労働者管理の完成は，労働市場における労働者の選抜
をより一層体系的かつ厳格にすることになったのである。というのは，ァーデ
ルマンの『資料集」にある A.クルップの手紙からわかるように43), クルップ
が求めた「忠誠心ある労働者」とは，単に作業に精通するばかりでなく，工場
内外で「正義感や正直さ，名誉心」を持てるような，いわば市民的道徳を厳格
に身につけた者を指していたからである。野心があったり， 陰謀を企だてる
者は「忠誠心のない者 Untreue」として排除された。『資料集』からは 1870
年代に，とくに 1873年恐慌後はより計画的にこのような「忠誠心のある労働
者」の確保と定着化が押し進められたことが明らかであるが，「一般服務規則」
が旧来の A.クルップによる労働関係規制の集大成であったように，それまで
多少の弛緩はあったにせよ，以上のような意味での「忠誠」を労働者に求める
ことは多かれ少なかれ，すでに60年代から行われていたとみてよいだろう 44)。
事実， R."エーレンベルクはすでに1865年にA.クルップが事業所長や職長にあ
てて「不忠実な者の排除」を何回か指示していたことを明らかにしている45)。
職員層よりも早くこのような意味での労働者の選抜は始まっていたのである。
第二節クルップ，製鋼・圧延部門の労働移動
こうして技術者経済体制の中での基幹労働者でありかつ「組織人」であると
いう二重の要求から選抜が行われた結果，クルップの労働移動はすでに60年代
からかなり激しく，しかも退職者の内で解雇される者の数が目立っていた。次
42)同様の上意下達関係が1870年代中頃のヘルデの鉄工場，炭鉱で一般的にあったことに
ついては， W.Brepohl, lndustrievolk im Wandel von agraren iur切dustriellen
Daseinsf orm dargestellt am Ruhrge加 t,1957, s. 113f. 
43) G. Adelmann, ibid., S. 277-289, 324ff. 
44)例えば，職長や監督係Aufseherに対して， A.クルップは1866年に「回状」を出し，
休憩後の仕事を時間通り始めるため，以後彼らに対しては帰宅を認めず，休憩時間に
は職場に留まることを義務づけている。 Circularvom 24 Aug. 1866 in : Fried. 
Krupp=Circulare 1862-1902, S. 34. 
45) R. Ehrenberg, Krupp Studien ll, S. 130. 
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の第5表と 1図~6図は当時クルップで最も重要な部門であった R.アィヒホ
フ管轄下での製鋼・圧延部門の労働移動の動態をみたものである46)。
るのであるが，
原資料では当時の賃金支払期間に応じてほぼ2週間ごと！こ集計が行われてい
これを四半期別に集計しなおしてある。従って，各四半期の間
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46) WA IV 673 Ressort Eichhoff, Effektivstiirke der Arbeiter 1865-1872.'-
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で多少の誤差が生ずるのは止むを得ない。 5表は各四半期初頭の工場別労働者
数を表わしたものだが，これも必ずしも統一した日付がとれていない。そして
更に，多少の資料の欠落がある。 1867年の第IV四半期10月初めの 2週間分， 68
年第I四半期の 1月末から 2月初めにかけての 2週間分， 69年第I四半期 5月
末の 2週間分，そして1871年第I四半期 1月中旬の 2週間分である。これら欠
落は，表には影響しないが，次の移動内容別の図では該当時期の移動数を過少
に見積らせる結果となっている。
さて，以上の点に注意してまず第 5表からみていってみると，ァィヒホフ管
轄下の部門には 1866年に平均して 1,216人の労働者がおり，これはクルップ全
体の約19彩を占めていた（第 1 表参照）。 1870年にはしかしこの割合は32.5彩-—
平均2,175人一ーと1/3強を占めるまでに増加している。 1866年から1870年まで
の労働者の増加率も78.86形となっており，全体の増加率11彩をはるかに超えて
いるから，クルップの労働者数増加のかなりの部分を製鋼・圧延部門（第I部門）
が担ったといえよう。ちなみに，．当時クルップ鋳鋼工場には，この他に，るつ
ぽ鋼を生産し，鍛造する溶融・ハンマー・マルチィン工場部門（第1部門），大砲
製造工場部門（第m部門），部品加工・組立部門（第1V部門）， 建設部門，倉庫部
門，他があった47)。また工場内外の運搬のため，クルップでは主として機械加
工工場，大砲工場を中心に各種一巻上，天井，旋回ー~クレーンが1860年代
末から設置され始め工場内運搬を容易にするとともに48),主要鉄道一ー ケルン．＝
ミンデン，ベルク＝マルク， ミュールハイム＝エッセン―との連結支線も1867
年には完成し，各工場と消費地を連結させることが一層容易になっていた49)。
47) L. U. Scholl, ibid., S. 353, Krupp 1812-1912, S. 194. なおマルチィン工場は当
時 ProbierhausH と呼ばれ．ベッセマー工場とは離れて設懺されていた。新製鋼法
ゆえに，実験がくり返されていたから，マルチィン工場は秘密を保つため別工場とな
ったのである。
48) Krupp 1812-1912, S. 178f. 
49)従って，クルップ所有の標準鉄道レールは， 1872年に37.2kmに及び，テンダ機関車
を6台保有し，更に 6台が製造中であった。].H. K. zu Essen 1873,_S. 16, Krupp 
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しかし工場間を結ぶ狭軌線路は1860年代にはあまり発達せず50)_, 70年代に入っ
てから次第に拡張され， 1872年には 15.7kmにまでなっていた。ただ狭軌道
車は72年に 3 台ー一更に 4 台が製造中—であり， 191匹の馬が並行して使わ
れていた51)。従って，当面対象とする時期には，工場内外の荷上・運搬作業は
なおかなりの程度に人夫 Platzarbeiterや馬力に依拠していたといえよう。製
鋼・圧延部門の労働者の内，不熟練工の多くがこの職種の労働者であったこと
は注意されねばならない。なお，工場間の運搬作業を担う労働者は， 1866年の
第1V四半期頃から，全工場の 1管轄部所にまとめられたようである。というの
は，製鋼・圧延部門にはそれまで居た運搬作業員 3人が，以来集計されなくな
っているからである。また1872年には，日雇い人夫と運搬作業員に関する「特
別服務規則」が発行され，管理機構が強化されているからである52)。表から除
いたものは他に実験室の労働者— 2 人ないし 1 人—がある。
表から気づくことは， 1866年末からバドル工場1Iと修理工場1Iができて，以
来，ほぼ全工場が操業体制にあることであり，また労働者の大半が，バドル・
ベッセマー工場と両圧延工場に配置されていることである。そして移動による
労働者数の変動が激しいのもこれらの工場である。各工場からの入・離職者数
の変動を表わした第 1図～第 6図の動向を考慮してこの表の労働者数の変動を
みてみると，大よその変動因がわかる。例えば第 1図のベッセマー工場では，
1868年の第 III 四半期に大量の解雇者と退職者一ー各70名程—をだし，第1V四
半期にも約60名程の配転出者をだした結果， 1869年には労働者数が約半分程に
なってしまっている。このことは，ベッセマー鋼への工場内外の需要が落ちたこ
とと，他企業のベッセマー工場一一例えばヘルデ連合一の拡張などの影響だ
1812-1912, s.185f. より。
50) Krupp 1812-1912, S. 185f. 
51) ]. H. K. zu Essen 1873, S. 16. 
52) WA IV 327 Special-Regulativ fur die Tagelohner u. Transporteure der 
GuBstahlfabrik 1872, S. 12. 
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と思われる。しかしクルップのベッセマー工場では，早くも1869年第皿四半期
から大量の労働者を外部から採用し，加えてかなりの配転入を実現することに
よって， 69年に入ってからのベッセマー鋼需要の急増に応え，その結果， 70年
第1四半期以後には1865年時点のフル操業状態を回復するまでに至っている。
図に表わされた移動変動と表の労働者数の変動が大幅に食い違うのは， 1870年
の第皿四半期から第IV四半期にかけての労働者数の急減である。特にパドル I
工場，薄板圧延工場，レール圧延工場の急減が著るしい。これら工場の移動変
動図をみても，この時期それほど目立った労働者の現存数を減少させるような
項目はみあたらない。 2週分の集計から成る原資料をみると，この突然の減少
は， 1870年7月5日から 7月19日の間に生じており，集計はされていないが，
普仏戦争の勃発によって記録をつける意味のないほどの大量の召集がこの時期
の間に行われたことが原因だといってよいだろう 53)。同じ2週間の間にベッセ
マー工場でも 200名ほどの集計されない労働者現存数の急落が記録されている
から，ほぼこの推定は確かである。ちなみにベッセマー工場の労働者数の変動
が1870年代末からあまりみられないのは，第 1図から明らかなように， 70年の
第皿，第IV四半期， 71年の第 I四半期に平均して250名ほどの外部調達，配転
入，帰還者があったからである。
あと表から言えることは， 70年代に入ってからの急拡張工場は通説の通り，
ペッセマー工場とレ’ール圧延工場であっ・たということであり，恐らくこの傾向
は1873年のビーク時まで続いたものと思われることである。そしてそれ故にこ
そ， 73年以降にはこの 2つの工場での雇用と賃金調整が急務となっていくのだ
が，それについては後で述べることとし，各工場の労働移動図の解釈をもう少
ししておくことにしよう。
53)クルップのレール圧延工場では， 1870年9月の時点で，それまでクルップ全体で1,485
人の労働者が召集されたため，労働力が不足してこれ以上のレールの注文に応じきれ
るかどうか不安だと，取締役メイヤーあての手紙が出されている。WAIV 30 S. 15, 
Briefe von F. W. Gehra am Carl Meyer Berlin. 
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各図から判断して第 1に，全体としての労働者数の増加傾向を反映するよう
に，相対的に各図の左側，つまり工場への入職者の方が離職者より多いことが
みてとれる。ただ図の右側，すなわち離職者の動向の中には，休暇中の者は含
まれていない。クルップでは，・1868年3月の「回状」で労働者には 3カ月以内
の休暇を与えることを公に認めているが54), それ以前でも原資料による限りで
は， 2週間毎に20人から 30人の休暇中の者が記録されている。従って，入・
離職者数の動向と労働者現存数は個々の四半期で必ずしも完全に一致はしない
が，長期でみれば，変動には影響はないと考えられる。
第2には，車輪工場と修理工場Ilは比較的目立たないが，他の工場ではいず
れもかなり頻繁な配転入・出が行われていることである。転出先，転入元につい
てはわからないが，修理工場Il5l,車輪工場を除けば，恐らくさしあたりは製鋼
・圧延部門内外の関連工場—例えばハンマー工場など一＿ーとの間で配転が行
われたものと思われる。 ここではいちいち引用はしないが， R.エーレンベル
クの「クルップ家族』のモノグラフ56) あるいはクルップの歴史文書館にある
「労働者の思い出」57)は，クルップに長期勤続をした労働者たちが，各工場の
操業状況に応じて，また技術革新によって，いかに頻繁にクルップ内の工場を
配転されていたかを伝えてくれる。配転に際して労働者側の主体的選択は行わ
れる状況はなく，配転はもっぱら各工場の必要性に応じて行われたようである。
というのは，すでに述べたように1872年の「一般服務規則」 48条によれば，労
働者の採用・解雇は，当時20事業所に分けられていたクルップの工場の事業所
長 Betriebsfiihrerの権限であり，当時は各工場に比較的多数存在した職長や
54) Circular vom 16. Mai 1868 in: Frid. Krupp-Circulare 1862-1902ただし有給
休暇ではなかったようである。 G.Adelmann, ibid., S. 367. 
55)修理工場Ilの移動図は載せなかった。絶対数が小さくて図にするいみが小さいからで
ある。しかし絶対数の上では，解雇，欠勤，配転．入職とも常にあることを指摘して
おこう。
56) R. Ehrenberg u H. Racine, ibid., S. 33~280の195家族のモノグラフをみよ。
57) WA'WIとクルップの HistorischeArchi vでまとめられた資料がそれである。
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監督係Aufseherの権限ではなかったからである。最もこの事業所長の権限
は， 1870年代から80年代にかけて，配転に関する「一般服務規則」の遵守につ
いて「回状」がたびたび出されている事から判断すると58),対象とする時期に
は必ずしも完全には守られていなかったようである。 1873年 3月の「回状」か
ら判断すると，配転先については，労働者側からある程度希望は出せたようで
ある。しかしその希望が実現されなくて，一旦離職して再度希望した工場に再
雇用されることは禁じられた59)。ただし図からみることができる製鋼・圧延エ
場の頻繁な配転は，労働者側の希望が充たされることはあまり多くなかったの
ではないかと想像させる。上意下達の機構が整ったク）レップの組織の中で，直
近上司への希望，苦情が聞き届けられる可能性—例えば後には禁ぜられる上
司との血縁関係のゆえに一ーは極めて限られていたと思われるからである。
第 3に，すでに述ぺたように，離戦のなかで解雇者の占める割合がかなり高
いことである。再雇用には，旧就業時の事業所長の雇用に妨げがない旨の証明
書が必要であり 60), その限りで制約があったから，解雇と新規採用者の多さか
ら，各期とも常に入れ替えがあったと考えられる。解雇原因はわからないが，
恐らく病気，身体障害などの外，労働意欲の欠乏，飲酒癖，持場からの離脱，
58) Circular Nr. 6 vom 29. Marz 1877, Nr. 21 vom 2. Aug. 1884in: Fried. 
Krupp--Circulare 1862~1902. 
59) Circular Nr. 9 vom 15. Mai 1873この「回状」は G.Adelmann, ibid., S. 322 f. 
にある。尚かなり後のことになるが， 1890年1月のピーパー博士による採用，解雇，
配転，休暇に関する規定原案では，配転希望者の条件として，例えば高熱作業には不
適当という医師の証明書があること，そして専門工であること，つまり経験工である
こと，その彼が仕事がないため不熟練作業に就いており，他工場に同一の専門エとし
ての技能を発揮できる職の欠員があることを提案している。ピーパー原案はその後原
案通り規則となっていくのだが， 条件としては 1860年前後の方が緩かったと思われ
る。 WAIV 677 Entwurf Dr. Piepers zu einem Zirkular betr Neugestaltung 
der Annahme, Beurlaubung, Uberweisung, Entlassung von Arbeiter, Nov. 
1890. 
60) Circular Nr. 9, 第8条第1バラグラフ。 in:G. Adelmann, ibid. S. 322f 
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上司への反抗，扇動，窃盗など「就業規則」61)逃反あるいはその反復が原因で
あったと思われる。 R.エーレンベルクは， 急速に装置産業化しつつあった鉄
鋼業の工場制度に，新規採用される農民や手工業者が適応できなかった結果，
解雇が多くなったのであり，その限りではこの現象は「工場制度の初期的病気
Kinderkrankheit」だとしている62)。w.プレポールもこの時期のルール地方
の農民，手工業者の機械制工場労働への適合性をかなり欠けたものとみている
から63), 恐らく労働者の不適合が解雇を多くした最も大きな原因だったのであ
ろう。しかし， すでに述べたような， 「作業に精通した者 ti.ichtige Kraft」
がいちじるしく不足する中で，かかる労働力を基幹労働者層として内部育成し
かつ定着させるという「技術者経済」の早期確立過程に付随した問題も，確か
に解雇による厳しい選抜の中にはあったように思われる。
第4に自発的退職者（死亡者も含む）の変動をみてみると，この項目は「欠勤
Ausgeblieben」として集計されていることからもわかるように，事実上は，
1869年営業条例違反の14日の解約通告期間を守らない「労働契約破棄者」から
成っているのだが54),1860年代に関しては，既述のベッセマー工場における1868
61)これについては． さしあたり前掲拙稿85~86,88~9ページを参照されたい。 扇動に
ついては, 1860年代後半から70年代初頭にかけて，るつぽ鋼製造工場，ハンマー工場
で事例が指摘されている。彼らは社会主義者とみなされ，即刻解雇されている。 73年
2月には新るつぼ鋼製造工場で4人， 7月に 6人というように。 またその他解雇対
象は， 労働放棄， 生産障害などもあがっている。 WAN 81 Schmelzbau S.V. 
Bekanntmachungen 1872-'-1873, WA珊 77Erinnerungen von Johan Schlink-
meyer 8. 0kt. 1907, S. 4. 
62) R Ehrenberg, Schwiiche……, s.445f. 
63) W. Brepohl, ibid., S. 98f, 107f. 工場労働に慣れるには10年かかったとプレボー）レ
は云っているが， 日本人の感覚では少々長すぎるように思える。
64) 1875年の「帝国官房局」の徒弟・ 職人・労働者に関する調査では， 1869年北ドイツ営
業条例の規定した労働契約解約通告期間14日はまだあまり守られていない。工業地方
（ベルリン）などでは即解約が一般化していた。しかしこの調査はクルップのばあい
労働者には法定14日，職長には 4週間の解約通告期間を定めていたことを明らかにし
ている。Reichskanzlar-Amt,Ergebnisse der uber die Ver旭ltnisseder Lehrlinge, 
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年第I四半期を除けば，全体としてわずかである。転職の機会が少なかったこ
と，極貧層への転落の可能性が多かったことなどがその理由であろうが，しか
し1870年代に入ると普仏戦争と戦後の労働市場の逼迫が影響して，パドル・圧
延工場，両圧延工場，ベッセマー工場とも目立って「欠勤」が増加しているこ
とがわかる。鉄鋼業，機械工業での景気の高揚，新設企業の増加，ベッセマー
鋼関連工場の増加などがその背後にあったことは言うまでもない。 70年代の新
規採用者数の急増とあわせて考えれば，労働力の払底の兆しがすでにみえ始め
たことは容易に想像がつくであろう。ただ絶対数において労働者の充足必要量
が多いのは，再言することになるが，レール圧延工場とベッセマー工場であっ
たことは注目しておいていい。
最後に夏季と冬季の季節的変動の様相をみておこう。解雇，採用，欠勤の 3
つの領域で1866年から 6年間の動向をみると，各々の領域とも景気の影響が絡
むので確定はできないが，第6表からは，解雇，採用，欠勤とも夏季の方が相
対的に多いことがわかるであろう。夏季の製鋼・圧延作業がいかなる労働環境
の下にあったかは容易に想像可能だが65), 頻繁な解雇と採用による入れ替えが
第6表 クルップ，製鋼・圧延部の労働移動（人）
I I 皿 IV
解雇欠勤採用解雇欠勤採用解雇欠勤採用解雇欠勤採用
1866 113 8 161 258 33 92 85 31 129 75 16 30 
1867 57 4 83 94 12 107 78 7 46 60 8 49 
1868 73 4 94 135 13 157 165~87 73 74 3 21 
1869 49 6 56 82 5 156 124 16 312 185 4 264 
1870 210 12 297 296 9 413 223 18 288 116 5 241 
1311 216 26 311 212 44 2~8 I 2_09 45 255 160 52 245 
計 I778 56 1. 002 f1. 137 116 1. 213 f 884 204 1. 113 595 88 850 
Gesellen u. Fabrikarbeiter auf Beschlu/3 des Bundesraths angestellten Erhebun-
gen, 1877, S. 216. 
65) 例えば，• クルップでは，製鋼・圧延工場おける夏季高熱作業に対して耐熱手当 Hitze
Zulageを支給していた。 Verzeichnissfir Hitze Zulage in: WA IV 684 Per-
sonalia des Ressorts R. Eichhoff 1870-74. 
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夏季に偏りがちなのは季節的な問題がそこにはあったからだといえよう。その
上既述の1868年第皿四半期を除いて，全体としてわずかな欠勤者が，これまた
夏季の方に相対的に多いのは，労働環境の悪さに加えて，多少とも農民の出稼
ぎ的労働があったからかもしれない。つまり農繁期に離職するという形の流出
が。しかし絶対数の小ささからみてこの現象は当時はなお後の時期と比べて極
めて稀なものであったといえよう 66)0 
以上，クルップの1872年頃までの製鋼・圧延部門の各工場の労働移動の特徴
について多少詳しくみてきたが，このような傾向はクルップの全工場でみられ
たかどうかはわからない。しかし，急速に成長し，かつ「技術者経済」の早期
確立過程にあったルールの鉄鋼・圧延工場には程度の差はあれ共通した現象が
あったように思われる。では恐慌年 1873年以降はどうだっナごのであろうか。
1879年頃までつづく不況は，労働市場を一挙に買手市場にすることによって，
「技術者経済」体制の確立をより一層容易にしたと思われるのであるが，それ
を次にみておこう。
第三節雇用調整過程の労働市場
第 1表から，多少企業によってずれはあるが， 1873年恐慌後，多量の労働者
の削減があったことがわかる。混合企業はビーク時に比して， 1877年， 78年時
点で約1,500人から3,000人を削減している。ベッセマー製鋼・圧延工場の全面
的完成が恐慌開始後に行われた新設企業ドルトムント・ウニオンのばあいには，
ルール各地の工場をあわせて， 1877年にはヒ°ー ク時訟，436人より， 6,114人も
少ない労働者で稼動設備を支えていた67)。いずれの企業も，海外へのダンピン
グの他，ベッセマーレールの生産から，ベッセマー鋼を用いた商業用鉄，つま
り棒鋼や各種型鋼への転換を図り，レール注文の激減への対応をしていったの
であるが，それら製品市場の競争激化が重なって，結局生産の一部削減あるい
はより一層の合理化による費用削減に追い込まれていったのである68)。混合企
66) 1890年代については R.Ehrenberg, $ch皿'ic旭….., s.552f. 
67) 0. Stilich, ibid., S. 124. 
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業ばかりでなく，単純企業でも事情は同じであった。デュイスプルクの高炉メ
ーカー，フルカーンは，74年から79年まで操業停止に追い込まれているし，他の
高炉メーカー，圧延工場でも大量の解雇者を出したばかりか，操業時間の短縮，
賃金の大幅切下げに追い込まれている69)。好況期に激しかった労働移動は，
「非常に少ない」とデュイスプルクの商業会議所報告は1877年まで報告してい
る。このようにデュイスプルクの単純企業でも1874年来，多くの労働者の解雇
が行われたのであるが，注目すべきは，大量の解雇対象者が，さしあたり最近
の「よそからの移住者」であったことであり，また「悪い労働者」であったこ
とである。そしてデュイスプルク在住者が解雇されたばあいは市の公共施設で
一時的な職をみつけることが可能な措置がとられていることである70)。つま
り2 デュイスプルクの単純企業の雇用調整は，混合企業と同様，いわゆる基幹
労働者を調整の対象から外して行われているのである。その結果， 1877年に二
ーダーライン製鉄所ではおよそ30%の労働者が10年以上勤続者で構成されるほ
どに基幹労働者を残存させていた71)。ただし，混合企業と同じく単純企業でも
大幅な賃金の切下げは止むをえず，同製鉄所では生産性の向上（鋳物鉄トン当た
りの賃金の減少）と共に， 1876年までに73年と比して25~30%の作業方賃金の引
下げがあった72)。
このように，解雇による雇用調整は行われたのだが，基幹労働者の維持，ぁ
るいは育成という鉄鋼企業の方針は不況期になっても当面一時的には貫徹して
いた。クルップばかりでなく，フェニクスの高炉工場，クファードレー高炉企
68) Phenix, S. 24, 0. Stilich, ibid., S. 37, Krupp 1812-1912, S. 226, W. Felden-
kirchen, ibid., S. 46f., H. Monnich, Aufbr.uch ins Revier Aujbruch nach 
Europa Hoesch 1871-1971, S. 95, W: Diibritz, ibid, S. 160ff. 
69) J. H. K. zu Duis如rg1874, S. 13, 1875, S. 1, 1. 1876, S. 1, 9f, 1877, S. 9, 
1878, s. 7. 
70) J. H. K. zu Duis如rg1875, S. 1, 1876, S. 1. 
71) J. H. K. zu Duisburg 1877, S. 9. 
72) J. H. K. zu Duisburg 1876, S. 10, 1877, S. 9. より。
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業などを管轄するエッセンの商業会議所は，解雇を免れたが，事業の縮小でし
ばしば仕事を休まざるを得ない「よりよい労働者」は，かつてよりかなり高い
賃金を得ているのだが，工場の方は彼らを維持する意図から賃金の引下げが困
難だ，と報告していた73)。古参企業の多かったエッセンでは，当面，事業の縮
小はあっても，基幹労働者維持の対応をしたのである74)。そして基幹労働者維
持のため，当面，賃金の切下げが行えなかったことは，ルールオルトのベッセ
マー工場や圧延工場の操業開始が73年末から74年にかかったフェニクスでも同
じであった75)。基幹労働者維持のための方策は，貨幣賃金収入の以上のような
当面の下方硬直においてばかりでなく，例えば，デュイスブルクでもドルトム
ントでもボフムでも70年代初頭にこぞって実行された労働者のための大規模な
社宅建設にその例をみることができる。 1871年に開始され74年まで続いたクル
ップの大規模な社宅建設， 1872年のボフム連合による，社宅建設のための建築
会社 StahlhausenA. G. の設立—労働者，職員の運営への参加—などを
挙げておこう 76)。いずれも「古参のよい基幹労働者」のためにこれらは建てら
れたのであった。
ところで，基幹労働者を維持するために，賃金の引下げが一時回避されると
いう状態は，早晩不況が長びくと共に破られざるを得なくなった。「各工場は，
賃金と原材料の削減ばかりでなく，節約と労働生産性の向上によって，より安
73) ]. H. K. zu Ess昴 1874,s. 16. 
74) ]. H. K. zu Essen 1875, S. 12. 
75) Phoenix, S, 23. 
76)クルップでは1874年までに 3,200家族が住める住宅が建てられ，ボフム連合では1875
年までに400家族用の社宅と800人収容可能な宿泊施設が建てられた。ヘルデ連合も社
宅をつくっている。ただし，フェニクス，グーテホフヌンク， ドルトムント・ウニオ
ンにはその動きはない。他方，デュイスプルクの単純企業は1872年以来社宅建設に乗
りだしており， クルップの所有となったヨハニス製鉄所などは， 社宅を増築してい
る。以上， Krupp1812-1912, S. 2llff, W. Diibritz, ibid., S. 147ff, 0. Stilich, 
ibid., S. 51. ]. H. K. zu Duisburg 1872, S. 3. あるいは各年の鉄鋼企業に関する
報告による。
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くつくることを学んだ」77)からである。合理化を伴う解雇と賃金の全般的切下
げが一一例えばクルップでは1876年に（後の第9表参照）―-一行われていった。賃
金については後章で述べるとして，不況期の合理化の内容をクルップに即して
みていくと次のような経過を辿っていった。
, 1874年初頭に経営危機もあって費用削減に追い込まれたクルップでは，まず
当然の事ながら雇用調整が図られることになった。 1874年10月に A.クルップ
は解雇を実施するに際して，招いて来てもらった者，正直な者，煽動をしない
者そして既婚の定住家族持ちへの配慮を示すぺきことを指示し，更に労働意欲
や生産性，態度などにおいて満足すべき資質をもつ「忠実な者」にも配慮する
よう指示していた。この「忠実な者」を解雇によって欠員のできた部門へ配置
することで，雇用を保障しようとしたのである。そして労働力不足の時に引上
げられた賃金を元にもどすため，解雇と新規採用という雇用調整の 2つの方策
を用いてそれを実効化させることをも指示していた78)。解雇に関してばかりで
はない。恐慌が発生してまもなくの， 74年1月にはすでに採用に関しても指示
がでている。すなわち「もはや悪い労働者 schlechteElementは解雇してし
まったから，採用に際して注意すること」そして，「よそ者で， 要求ばかり多
い労働者は採用しないこと，むしろうちの工場の基幹労働者から適切な労働力
に習熟させるぺきである」と。このようにクルップでは，・労働者の雇用管理を
旧来より一層強化したばかりでなく， 74年10月には原価計算事務局を設置して
総合的な費用削減を図ることになった79)。
つまり原価計算に基づいた総合的な生産設備の合理化が展開されたのであ
る。新しい生産設備は，製鋼・圧延工場においては， 1874年のベッセマー工場I
77) J. H. K. zu Essen 1877, S. 20. なお，この点の数量的証明は， W.Feldenkirchen, 
ibid., S. 53. をみよ。
78) G. Adelmann, ibid., S. 326. 
79)以上， WAVl f. 448 Notiz von Nidas Die industrielle Krisis von 1872-79 auf 
der GuBstahl Fabrik in Essen, S. 2f. 
151 
152 関西大學『綬清論集』第36巻第1号 (1986年5月）
の改築と共に始り，同時に旧来の反射炉のかわりに銑鉄の融解にキュボラが用
いられるようになった。 1876年には旧来の丸形鋳形器 Coquillenが角形に代
えられたばかりでなく，同時に 2つの鋳造が可能な漏斗が設置され，ベッセマ
一鋼の鋳造加工がより合理化されている。 1878年には第 Iベッセマー工場でも
同様の合理化がなされた。圧延工場とのかかわりでは， 1876年に分塊圧延工場
が新設され，旧来ハンマー工場で粗鍛造されていたレール用，薄板用プルーム
が分塊圧延される工程にとって代られた80)。他部門の各工場でも—例えばる
つぽ鋼工場の再熱炉が他工場と同じくガス炉に代わり，ハンマー工場では大量
の蒸気ハンマーが装備されていた一一→合理化が促進されたことは言うまでもな
し'o
このような合理化の結果，例えば，ベッセマーレールの 1トン当たりの生産
価格に占める労務費の割合は， 1873年から76年までは 9マルクであったのが，
77年には約6マルク60,78年には 5マルク40,80年には 4マルクほどへと急減
することになった81)。ベッセマー工場では，生産が正常に行われた月をとって
みると，粗鋼 1トンにつき，支払われた賃金―生産奨励手当，固定給（職長給
与）を含むー はー， 1873年7月の12.3マルクが， 1875年9月には10.7マルク， 76
年9月には 6マルク， 77年10月には 3.3マルクヘと急減していた82)。そしてこ
のような急激な合理化過程で賃金の切下げと解雇がくり返されたのである。次
章で多少詳しくみるが，手許にある資料ではベッセマー工場では73年7月から
約1年ごとに，職務によって異なるが， 5 ~1096ごとの重量出来高率の引下げ
が行われている83)。74年1月から12月にかけては， レール圧延工場で 500人か
ら700人の解雇が実施され，それとともに賃金の切下げが行われている。レール
80)以上， Krupp1812-1912, S. 170, WA ¥lI 13 Erinnerungen von Michael 
Weidenfeld, S. 2f., WA ¥lI 123 Erinnerungen von Franz Meyer S. 9. より。
81) W. Feldenkirchen, ibid., S. 52, Tafel 4. 
82) WA N 976 Bessemer u. Schienenwalzwerk Produktionskosten u Lohne 1873 
-1882, S. 8, Tabelle 1. 
83) Ibid. 
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圧延工場の事業所長シュヴァープはこの措置に伴って，騒動や憤まんの生じな
いよう，夜間コントロールの強化と作業コントロールの強化を指示している84)。
ただ75年になっても，各工場におけるこのような個別の賃金率の引下げが全体
としては効果を及ぼさず――—ベッセマー工場以外ー一，労働者数も75年 7 月か
ら10月にかけて 9,416人から10,202人へと増加してしまっているという取締役
会Prokraでの報告があり，それを契機に75年11月には第 1次戦前のクルップ
の歴史では唯一の全工場一律の10%賃金率切下げが実施されたのである85)0
そればかりか， 76年5月のA.クルップの取締役会あての手紙では， より一
層の賃金切下げのため，より一層の解雇が必要であることが指示されており 86),
77年10月のレール圧延工場の事業所長シュヴァープの手紙では20%の出来高率
引下げと70人(16%)の「悪い労働者」の解雇が行われたことが明らかである87)。
シュヴァープは新機械導入と共に更なる解雇を予定しているのであるが，ただ
注目すぺきは，業務上の傷害者，老齢者が40人ほど居て，他所で就業の見込み
がなく，レール圧延工場で働かせざるを得ない旨の手紙を取締役の 1人にあて
て出していることである88)。「忠誠心のある者」に対しては雇用調整の対象か
ら外すという措置の現われであろう。ちなみに，分塊圧延工場の完成によっ
て，ハンマー工場では，以前の粗鍛造作業がなくなり，加えて仕事が減ったの
で，かって800~900人居た労働者が300人程に減ってしまったけれども，特に
84) a.a. 0., WA vnf. 448, S. 4. 
85) Ibid., S. 6. ただ正確には， 10彩の切下は出来高率を切下げたのであり，・ 作業方賃金
率で賃金を設定されている労働者のばあいは， 3M以上だったら8%, 3M以下なら
5彩の切り下げとなった。 WA53/2 Circular Nr. 36, 6. Nov. 1875, in: Diverse 
Circular u. Verfugungen 1875-1878. 
86) a. a. O., WA vnf. 448, S. 7. 
87) WA Vl f. 544 Brief vom Schwab an F.K. 9. 0kt. 1877. なお，クルップのばあ
ぃ， 77年4月から事業の全般的回復がみられ，その結果ずでにギリギリにまで切下げ
られていた賃金の10彩の引上げが実施される運びとなっていた。 a.a. 0., WA Vl f. 
448, s. 9. 
88) WA IV 656 Vei:schiedens aus NachlaB Longdon/Hoecker 1874-1884, S. 76. 
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ハンマー鍛造工の解雇は避けられ，他工場への配転，軽作業，軽傷害者用作業
ー一例えば掃除夫，監視係，使い走り一~ 年金受給者なるか
などして処理されていた89)0 
以上，クルップにおける1873年以後の雇用調整の実際をみてきた。その調整
過程は，ただ単純に生産物市場の状況に応じて，それと関連した生産工程の労働
者を解雇するという調整の仕方はとっていなかった。全工場にわたる，とりわ
け製鋼・圧延工場の合理化によって，生産性の向上と労賃の切下げ，そして雇
用調整は行ったけれども，その背後には，これら合理化に適応でき，しかも「組
織人」として「忠誠」を示す基幹労働者層の維持と育成という方針はより明確に
貫ぬかれていたのである。ただ注意されなければならないのは，基幹労働者あ
るいはその後継者一ー「忠誠心のある者」＿はこのように雇用を維持されたけ
れども，より熟練度の低い，従ってより収入の低い職場への配転を免がれ得な
かったのであり，あるいはまた仕事がないために超過勤務が減少したばかりか，
かなり頻繁な作業時間の短縮によって収入の削減を余儀なくされ，かつ次に詳
しくみるような賃金率の切下げによる収入の削減をも甘受しなければならなか
ったことである。クルップのばあいは，このような貨幣賃金収入の減少に対し
ては，対策としてすでに1868年にエッセンの消費組合の管理を受け継いで自社
の購買部としていたこともあって，安い価格で良い生活必需品，あるいは消費
材を購入できるようにはなっているのではあるが一ー74年までにわたるパン製
造所の設立， 75年の屠殺場の設立90)。そしてこのような購買部の存在，社宅や
89) WA珊 57Erinnerungen von H. Dehre Uber・die Entwicklung des Lohnwe-
sens der Hammerwerk, S. 5. 
90) Wohlfahrtseinrichtungen der GuBstahlfabrik von Fried. Krupp zu Essen a. d. 
Ruhr. Bd. I. 1902, S. 40, 48, 51. 
91)フェニックスについては， 0.・Stilich, ibid., S. 158, Phoenix, S. 25. グーテホフヌン
クのばあいは， W. Feldenkirchen, ibid., S. 49f,. H. Junkers, Entwicklung u. 
Wachstum der Stahl-u. Walzwerke Oberhausen u. New-Oberhausen 1880-1 
890, Diss., 1970, S. lf. をみよ。例えば， ボフム連合では， 1876年から銑鉄の自
己調達のため最新の大型高炉を建て，コークス工場を設立したばかりでなく，同時に
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病院施設，社内強制疾病・年金制度等の福祉と先に述ぺたような意味での雇用
の一定の保証が，鉄鋼業の不熟練工や半熟練工にとっては，ー恐らく他に転職先
としては鉱業以外にはなく，そこに転職できなければ浮動層として転々とする
ほかなかった当時においては，クルップの従業員 Belegschaft として残る道
が唯一の選択となったのである。なぜなら，鉱業，鉄鋼業からの労働需要はほ
とんどなく，鉄鋼業の他企業もクルップと同じく，マルチィン製鋼法の導入，
トーマス法による軟鋼生産の成功 (1879年ライン製鋼とヘルデ連合）など一連の技
術革新と合理化を逐げつつ，より一層の費用の削減を図りつつあったからであ
る91)。従ってまた，他の鉄鋼企業の雇用調整も今までみてきたクルップのばあ
いと，特にヘルデ連合，グーテホフヌンク，ボフム連合などの古参企業のばあ
いは，多少とも類似していたと思われるのである。
さて，最後に言及しなければならないのは，労働力の給源である。しかしこ
の領域に関しては， 1870年代については充分な資料がない。ルールの鉄鋼業へ
は，ルール地方の農民・手工業者以外に，オランダ人，イタリア人などの外国
人と， 1870年代初期に募集人を使って東部プロイセンからポーランド人，マズ
ール人が大量に吸収されていたようだが92), それら外国人，東プロイセンから
の移住者がどれほどルールに定着したのかはわからない。 D. クリューによれ
ば，1871年にボフム市住民の33彩がボフム在住の住民であり，52彩がルール各地
からの移住者， 14.8彩が他のプロイセンあるいはドイツ各地からの一ー外国人
は0.9彩ー一移住者であった93)。しかしこの割合が1873年以後も維持されたかは
わからない。クルップについては， 70年代の激しい雇用調整が終って，再び雇
用が増加して，平均労働者総数が10,338人となった1885年について労働力の給
各種運搬作業の合理化，鉄道幹線と支線の連絡を実現している。 79年には高炉の加熱
装置を改善•して大幅な生産原価の引下に成功していた。また製鋼法ではベッセマー鋼
と並んでマルチ1ィン鋼の生産比重が高まり， 70年代後半にクルップと同じく分塊圧延
工場が建てられている。 W.Di.britz, ibid., S. 172-177. より。
92) G. Adelmann, ibid., S. 321f., H. Monnich, ibid., S. 161, 0. Stilich, ibid., S. 50. 
93) D. Crew, ibid., S. 70, Tabelle 2. 1より。
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源がわかる。ちなみに， 80年代を通じてクルップの離職者数は極めて少なく，
平均労働考総数の1596~309,ると落ちついており，入職者数もそれに応じて15%
~40形の間に留まっていた94) 。 1885年に，本部支給の給与取得職員—-259 人
ーーと，固定給 (14日ないし1月）取得の職長，書記，倉庫係，図エ―1,061人
—を除くと労働者は 9,580 人で，内西プロイセン出身者は83形と圧倒的に多
く，東プロイセン出身者は12.6飴，他邦出身者は2.9%,外国人は1.4飴であっ
た。製鋼・圧延部門は，どちらかといえばエッセン以外からの移住者の占める
割合が多かったと思われるが，部門別にそれを確かめる資料はない。しかし上
で明らかにした地域別の給源の状況は，平均労働者数が12,010人と増加した18
88年には若干東プロイセン出身者の割合が上昇して，西プロイセン出身者の割
合が減っている一ー各々16.1形と80.4形 ことからみて96), 逆に70年代に近
づくほど，つまり平均労働者数が少なく，製鋼・圧延部門の景気が思わしくな
いほど，西フ゜ロイセン出身者の割合は高かったのではないかと思われる。ボフ
ムやドルトムントと異なり，クルップ・エッセンでは， 1880年代までの労働市
場の地域的外延はなお比較的狭い範に留まっていたと言ってよいであろう。
以上，クルップを中心にして， Jレール鉄鋼業の労働市場の動向とその特徴を
みてきた。ところで，今までみてきたような，厳しく選抜がくり広げられる一
方で，基幹労働者層の定着を図るというクルップを典型とした雇用対策は，ヵ
ー，ダンロップ他が「インダストリアリズム」で工業化の初期あるいはその進
んだ段階における特徴と規定したものとかなり一致しているように見える97)。
94) R. Ehrenberg, Schwiiche……, s.448. 
95) WA 41/6-8 Aufnahme auf den Krupp'schen Werken beschaftigten Personen 
nach dem Stande in der Woche vom 20. bis 25 April 1885. 
96) Ibid., vom 16 bis 23 Juli 1888. 
97)カー／ダンロップ／ハービソン／マイヤーズ「インダストリアリズム」（東洋経済新
報社） 1963年， 183頁。 なおこのような工業化の段階に応じた労働市場と賃金を検討
するという方向は， 西ドイツでは， W. Fischer, Innerbetrieblicher u. sozialer 
Status der frtihen Fabrikarbeiterschaft; in: ders., Wirtschaft u. Gesellschaft 
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賃金もそうだろうか。そのような考察を含めて，今度は労働市場の貨幣的表現
である賃金をみていくことにしょう。
第二章 「会社創立期」前後の賃金
第1節概観
賃金に関する対象とする時期の正確な統計は少ない。表7は，多少不正確な
第1表 ルール鉄鋼企業の平均賃金収入（マルク）
Iクルップ ボフ裔連合 1グーテホフ ウニオン ,~ （は高~炉,f企{~業『） （T単圧盃企ィ業ル） (1) ヌンク (3) (4) 
1865 2.37 
66 2.41 
67 2. 5'4 
68 2.69 
69 2.86 2.30 837(2.79) 
70 3.08 904(3.01) 2.53 
71 3.03 841(2.80) 2.95 
72 3.39 986(3.28) 1, 034(3. 45) 1, 4 72(4. 91) 3.51 3.05 
73 3.74 1,152(3.84) 1, 075(3. 58) 1,378(4.59) 3.08 3.06 
74 3.86 1,192(3.97) L 120(3. 73) 1,151(3.84) 3.12 3.28 
75 3.89 1,144(3.81) 931(3.10) 952(3.17) 2.99 3.00 
76 3.64 988(3.29) 900(3.00) 927(3.09) 3.02 2.76 
77 3.36 889(2.96) 808(2.69) 797(2.65) 2.91 2.68 
78 3.21 912(3.04) 849(2.83) 802(2.67) 2.91 2.69 
79 3.02 903(3.01) 927(3.09) 818(2.72) 2.87 2.72 
80 3.19 874(2.91) 803(2.67) 884(2.94) 3.48 2.74 
（出典） (1) WA VII f728, ただし， R.Ehrenberg, Krupp-Studien I, と同じ統
計。
(2) WW A411, S. 9. 
(3) ]. H. K. ZU Mi皿 eimの各年より。
(4)・W. Feldenkirchen, Die Stuhl-u. Eisenindustrie des Ruhrgebietes 
1879~1914, 1982の Tab.104a., 107a. より。
(5)(6) ]. H. K. zu Mul脳 mの各年より。
im Zeitalter der lndustrialisierung, 1972, S. 258-284. によって先鞭がつけられた
と思われる。
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ところもあるが手許の資料から，混合企業と単純企業の労働者 1人あたりの平
均日収（あるいは年収）をまとめたものである。ただグーテホフヌンク，ウニオ
ン， ミュールハイムの各単純企業のばあいは，職員の給与も含まれている。従
って従業員 1人あたりの日収（または年収）と考えてよい。 カッコ内は年間の労
働日数を通常よく行われるように 300日として， 1日あたりの収入に直したも
のである。
表からわかることは，ウニオンを除いて1874年が賃金収入のヒ゜ークとなって
いることであり，そのビークを境にしての上昇と下落はともかく，クルップ，
ボフム連合， F.ヴィルヘルムという 1870年の好況時点の賃金収入のわかって
いる企業でみると， 73年恐慌後の賃金収入が70年のそれをわずかしか（クルッ
プ）あるいは全く下回っていないことである。ということは， 他の企業にもこ
のような状況は想定可能だから， 1873年恐慌後の賃金切下と設備の休止による
賃金収入削減は，就業労働者にとって平均的にはそれほど悪化しなかったので
はないかという推論を可能にする。もっとも先に述べたように不況下でかな
りの労働生産性の増加が行われて，労働負荷は高まっていたし，仕事がある限
り超過作業方 Uberschichtenや超過勤務が，削減された労働者の中で展開さ
れたと思われるから，そのような労働条件の変化は前提されなければならな
い。
1872年， 74年時点で著るしく異なるのは， ドルトムント・ウニオンの従業員
1人あたりの平均賃金の高いことである。ウニオンでは， 1872年の混合企業と
しての出発以来，すでに述べたように(129~130ページ）技術者や熟練工，経験工
の不足を著るしく来たしていたことがこのような高賃金を支払わねばならなか
った大きな理由であろう。同じ従業員 1人あたりで出してあるグーテホフヌン
クとの比較からそのことは理解できると思われる。そして73年までに余りに高
い賃金を払った恐らく反動であろうが，ビーク時に比して，雇用調整期の賃金
収入は他の企業ではみられないほどの，つまり50彩近くの下落を示している。
ウニオンは経営組織が統合されておらず， 74年の組織改変後も事業がうまく軌
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道に乗らず，経営難にあえぐのであるが98), そのことがまた，他企業では基幹
労働者を確保するための雇用調整と賃金政策を採用させたのに，ウニオンでは
そこまでの配慮がゆき届かなかった結果，このような大幅な賃金の引下に連な
ったのだと考えられる。・
ウニオンはこのように極端な動きを示しているのであるが， 1874年までの他
企業でみられるような賃金の増加傾向は，当時としては異常なことであった。
後に詳しくとりあげるが（第10~第13表）， クルップの薄板圧延工場（鋳物破砕工
場を含む）の新規採用者の作業方賃金率は， 当該工場の平均作業方賃金率に近
ぃ—最大の労働者数がその賃金率で働いている一一のであるが，それが1872
年2月までは 1.6マルクであったのが， 3月からは 2マルクから 3マルクの間
に来るようになっている。レール圧延工場でも，全く同じ時期に 1.6マルクな
いし1.7マルクが2.1マルクに上昇している。ベッセマー工場については70年代
は1874年4月の統計しかないが，その時点で作業方賃金率の平均は 2.1マルク
で，これも1872年頃引上げられたものと思われる。パドル工場 Iのばあいは，
これに対して，採用時作業方賃金率の変更は， 1872年8月になっても， 1.7マル
クとなっていて，行われていない。周知のようにパドル作業は熟練を要し，そ
のためパドル工場 Iの賃金階層には，賃金率2. 5マルクから 3マルクの間にも
う1つの所属労働者数の固まりがある。その事と，パドル鉄（鋼）の用途の狭溢
化が他工場のような72年春からの作業方賃金率引上げに連ならなかった理由で
あろう。
デュイスプルクのフルカーン製鉄所の賃金動向は，より労働市場の影響が強
く現われた例として興味深い99) 。 8 表からは，すべての職種で賃金が上がっ•てい
ることがわかるのだが，運搬工，雑役といういわば不熟練職種に近い労働者の
ばあいは， 1870年に比して73年には約60形近い上昇を経験しており，他方で修
98) W. Feldenkirchen, ibid., S. 53, 243, 291f., 295f, 303, 0. Stilich, S. 97f., 118f., 
124. などをみよ。
99)労働者数は300人ほどである。
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第8表 フルカーン，ヨハニス製鉄所の平均作業方賃金（マルク）
フルカーン I旬、ニス
1870 1871 1872 1873 1874 I 1873 
I 
溶コーク融ス燃工焼工， I s. o 3.50 3.60 4,00 4.00 4・00 
運鉱石， 搬コー ク工ス I 2.20 2.60 2. 70 3.50 3.50 3.50 
雑 役 夫 1.90 2.30 2.50 3.00 3.00 3.00 
出来高労働者 2.60 3.80~ 4.00~ 4.50 4.50 4.50 4.00 4.20 
（出典） ]. H K. zu Duisburgの各年より。
理・保全工を含んでいると思われる熟練出来高労働者は73形の賃金上昇を示し
ている。一般的な労働力不足に加えて，特に熟練経験エ（機械工も含む）の不足
が著るしかったことの好例であろう。ちなみに，デュイスプルクの鉄加工・橋
梁建築 A.G.<旧J.G.ハルコルト）， この会社は薄板，平鉄，山型鉄，鋳物， リ
ベット，ねじなどを加工していたのであるが，この鉄加工会社のばあい， 1873
年で，雑役夫は 3マルク，仕上工，大工職の熟練工は3.5マルクの平均賃金を
受取っていた100)。従って，＇不熟練工は製鉄所と同額の賃金だが，熟練工に関
しては製鉄所の方が高い。表から1873年にはヨハニス製鉄所もフルカン製鉄所
と全く同じ賃金構成であるから，賃金による熟練工の吸収力は製鉄所の方が強
かったといえよう。職務内容が違うし，労働条件は製鉄所の方が悪いから，賃
金格差がただちに熟練工をひきつけたとは言えないが，吸収力は相当あったと
みてよいだろう 101)。年収にして約 300マルクの相達があるわけであるから。
ところで，鉄鋼業における以上のような異常ともいえる賃金の引上げは，す
でに前章で述べたように， 1874年以後の雇用調整の過程で賃金が切下げられる
ことによって， 1870年， 71年の「正常」状態に復帰するのであるが，この賃金
100) J. H. K. zu Duisburg 1873, S. 10. 
101)同じ J.G. ハルコルトについての報告では， 月間平均で15人の労働者の離職があっ
たことがわかる。しかしこれらは皆単身者であり， 既婚者， 社宅入居者は全く離職
してない。 ibid.,S. lOf. 
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の切下と労働不足による減収で，例えばクルップの労働者は1877年までに平均
して25彩の賃金収入の減少となり101), ウニオンでは42彩103), そして表から，
ボフム連合では25彩 (26%)104), グーテホフヌンクでは28%, F. ヴィルヘルム
では17%の賃金収入の減少となった。もちろん鉄加工企業，機械工業も恐慌の
影響を受け，価格の下落に伴って賃金の切下，雇用調整に追い込まれている。
先のデュイスプルクの鉄加工・橋梁建築 A.G.では， 1873年の平均労働者数
450人が 1877年には 359人（外部橋梁建築労働者は除く）に減り， これ以上の賃金
切下は不可能だと商業会議所の報告は言っている105)。 こうして 1877年の不況
の底に至るまで，鉄鋼業あるいはその関連産業で賃金の切下げが行われたので
あるが，先にも述ぺたようにその切下によって大概1870年代初期の「正常」へ
賃金収入は復帰したのであり，その意味では60年代から続く，賃金の漸増軌道
に再び乗ったということにすぎない。そしてそれ故にこそ鉄鋼業は，他の重要
産業が発展する1890年代に至るまで，一般労働市場においては買手市場として
の状況を維持し，かくて基幹労働者の維持・育成を成し逐げることができるの
である。なぜなら，鉄鋼業は相対的に高賃金を支払いつづけたからであり，ま
102) Krupp 1812-1912, S. 221. 
103) 0. Stilich, ibid., S. 124. 
104) W. Dabritz, ibid., S. 184. 
105) ]. H. K. zu Duisburg 1877 S. lOf. なお，岩見徹「ドイツ恐慌史論」（有斐閣） 19 
85年76ペー ジでは， G. マリーン製鉄所の例をひきあいに出して， ルール鉄鋼大企
業ですでにこの時期貨幣賃金が下方に碩直的であったという示唆をしているのであ
るが，これは例外中の例外とすべきであろう。というのは， G.マリーン製鉄所はオ
スナブリュックにあり， ドイツで唯一ベッセマー用鉱石を産出する鉱山をもってい
たため，ルールの鉄鋼大企業が70年代にかけてベッセマー法を導入したことにより，
73年恐慌後もひきつづきペッセマー用銑を売りつづけることが可能だったからであ
る。 G.マリーン製鉄所については， H.G. Heymann, Die gemischten Werke 
in deutsc枷 Grosseisengewerbe,1904, S. 162f・, 藤瀬前掲論文， 19, 26~7, 45ペ
ジー。もっとも， すでにみたように基幹労働者維持のため， 引下げを穏当に行う，
しかもゆっくり行うという企業組織からの圧力はあったと考えてよい。・しかし 1878
年まで続いた過剰生産と過当競争はこの組織圧力の壁をも破ったのである。
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たそこでは経験エとして賃金階梯を昇り，チャンスがあれば職員として社会的
階層移動をも成し逐げる機会があったからである。
1861年と1880年のエッセンの郡統計は鉄鋼労働者と他産業労働者との間の賃
金格差を指摘し，農民や手工業者あるいは日雇い労働者が鉄鋼あるいは金属業
の労働者になることでいかに貨幣収入を増やし得たかを明らかにしてくれる。
1961年の時点で，エッセン郡南部地域の農業労働者Knechtは， 住込み， 賄
付で年収90~180マルク，手工業者は賄付で 180~300マルク，手工業職人は住
込み，賄付で90~150マルク，日雇い労働者は賄付で210~252マルクであった。
その時，クルップの不熟練エ（補助労働者）は360~540マルク，溶融工，パドル
工などは 480~1,350マルクの貨幣収入があったのである 106)。20年後の1880年
には，農業労働者は住込みなどがなくて，年収100~360マルク（日収0.33~1. 22 
マルク），手工業者は賄付で 1日あたり 1~2マルク， 織物工場の労働者は 1
日あたり1.5~2. 8マルクそして日雇労働者は0.75~2.80マルクの賃金収入であ
った。 1880年のエッセン郡の鉄鋼工場はクルップほか，グーテホフヌンクのオ
ーバーハウゼン製鉄所，フェニックスのクファードレー製鉄所などがあるのだ
が，フェニックスの雑役夫は日収 1.87マルク， クルップの不熟練エ（補助労働
者）は 2.35マルク，グーテホフヌンクの日雁い労働者は 1.9マルクの賃金を受
取っている。そしてグーテホフヌンクやフェニックス製鉄所の不熟練職務に就
＜労働者のばあいは，各種運搬工，第皿パドルエや第皿圧延係は2.5マルクほど
の賃金を受取っている 107)。つまり，フェニックス，グーテホフヌンクでも臨時
の日麗い労働者として採用されない限り，不熟練工は他の周辺産業の労働者の
賃金収入の上限に近い額の賃金を支払われたのである。こうして1861年の鉄鋼
労働者と日麗い労働者との明白な賃金格差は， 1880年には，この間のエッセン
106) Statistik des Kreis Essen 1859-1861 S. 250f. Bestand. Stadt Archiv zu 
Essen. 
107) Statistik des Landkreisen &sen f加rdie ]ahre 1876-1880, S. 304f. Bestand. 
Stadt Archiv zu Esef.l. 
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周辺そしてライン， Jレール地方の工業発展で多少薄れはしても，やはり安定的
で相対的に高い賃金が鉄鋼業では支払われたとみてよい。昇進の可能性と相ま
って， このような相対的高賃金取得の機会が鉄鋼業には存在するということ
が，鉄鋼企業にとって労働市場を常に潜在的な買手市場にさせたのである。で
は各企業はどのように賃金を設定し，どのような賃金システムを構成し，どの
ように支払っていたのであろうか，以下では個別企業，とくにクルップを事例
にしてこれらについてみていくことにしょう。
第2節 クルップの賃金関係
1870年代は， Jレールの鉄鋼業大企業に出来高労働が全面的に採用されていっ
た時期であった。ボフム連合の総取締役 L.バーレの1875年の総会報告はこれ
を次のように表現している。「出来高労働 Akkordarbeitは，つまり私共のア
ルファでありオメガでもあります。出来高労働はそれが実施可能なところでは
どこでも，かなり以前から，原料採取から製品の積込みに至るまでイギリスで
もそうなように多方面に渡って採用されています」108)と。 H.エーレンベルク
によれば， ドイツの鉄鋼企業に出来高労働制が採用されたのは， 1873年以後の
不況期以来であったという 109)。H.エーレンベルクのいうように機械化された
大量生産工場の出現がその採用を促がしたといってよいのであるが，多くの大
量生産工場で出来高率を設定するためには，従米支払われていた賃金や労働生
産性，生産原価などについての詳しい分析が必要となってくる。事実，クルッ
プでは全面的出来高制の適用を考慮して，すでに述べたように1874年に原価計
算事務局を新たに設立していた。ただボフム連合やヘルデ連合でもそうだった
と思われるが，クルップでは，少なくとも1868年までに，パドル工場，車輪工
108) WWA 411 Anszug aus dem Verhandlungen der am 29 Sep'70 zu Bochum 
angehaltenen~rdentlichen General-Versammlung der Actionaire des Bo-
churner Vereins fir Bergbau u. GuBstahlfabrication, S. 7. なお W.Diibritz, 
ibid., S. 184. もみよ。
109) H. Ehrenberg, Die Eisenhuttenthechnik u. der deutschen Huttenarbeiter, 1906, 
S. 146. 
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場，薄板・レール圧延工場で重量出来高制-1,000ポンド単位＿が採用さ
れていた110)。マルチン工場は73年110, ベッセマー工場，るつぽ鋼製造工場な
どは74年以来出来高労働制が採用されており 112), ハンマー鍛造工場のみが出
来高の算定が困難だったようで， 1895年まで出来高制は導入されていない。ち
なみにハンマー鍛造工場では賃金リストの導入も遅れ 1870年になって実現し
ている113)。
ハンマー鍛造工場や74年までのベッセマー工場のように出来高制が採用され
てないところでは，作業方賃金プラス生産奨励手当 Benefizが賃金設定方法で
あった。ベネフィツの設定はベッセマー工場，マルチィン工場などのばあいは，
装填回数＿例えば各々 3チャー ジ，50チャージ等114)一―-で，ハンマー工場な
どのばあいは重量ー60~400ツェントナー で，他は個数で計算されたの
であるが，ベネフィツの設定は事業所長の権限の範囲におかれた。ベネフィツ
も出来高制も刺激給なのだが，ベネフィツのばあいは補助労働者を基準にして
算定ー一例えば4週の賃金計算期間内で24作業方で36マルクの収入なら， 36+
24を基準ベネフィツとする してあり，例えばハンマー工場の新規採用不熟
練工のベネフィツが重量単位あたり 1.6~2マルクとすれば，クレーン操作工
はそれに1.15をかけた1.84~2. 30マルクと設定された115)。つまりペネフィツの
ばあいは不熟練工を基準にしている限りにおいて生産増強のみを目的とした刺
激給であった。それに対して出来高賃金率は最も経験豊かな第一級労働者
例えばハンマー鍛造エー~の一定の労働生産性と旧来の平均収入を基準に設定
110) a.a. 0., WA IV683, S. 48f. 
111) WA IV 81 Schmelzbau SV Bekanntmachungen 1872-73. 
112) WA囁 123Erinnerungen von Franz Meyer vom 5 Dez. 1908, S. 10. 
113) WA VlI35 Mitteilungen vom Wilh. Blambeck vom 24. 3. 1906, S, 9, a. a. 0., 
WA珊 57,S. 6f. 
114) a. a. 0., WA VlI57, S. 10, WA IV 81, S. 14. 
115) a. a. 0., WA珊 57,S. 2f., WA珊 86Aussagen von Henr. Rabeneck u. Joh. 
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された116)。1872年の日給労働者と運搬夫に関する一般規定では，賃金と罰金，
超過労働などに関して事業所長に全的な権限をもたせ，可能なかぎり出来高賃
金を設定し，しかも賃金率は熱心で体力のある労働者を基準にすべきことが定
められている（第6条， 10条， 19条）117)。つまり出来高賃率はベネフィツとは逆
に，最も生産性の高い労働者を基準として設定されたわけであるから，同じ生
産奨励といっても，意味が異なる。すでに紹介したようにベネフィツのばあい
は労働生産性が算定要因として直接入って来ないので，生産性上昇に応じた賃
金率の切下げ，あるいはその枠内での引上げという発想が成立しにくい。また
不熟練工の作業方あたりの稼得高を基準としているため，基準率の上下幅には
限界があり，従って刺激給だとしても能率給としての効果は薄い。クルップで
はパドル工場，圧延工場で60年代後半から出来高制が導入されたのに，本来の
大量生産工場であるマルチィン工場，ベッセマー工場での導入が遅れたのは，恐
らく軟鋼の生産における規則性，均質性などが確実に維持されなかったためで
あろう。 74年のベッセマー工場l1の改築，キュポラの導入と共に出来高制が採
用されたのは，これらの労働生産性を計測できる条件が整ったからでもあろう。
出来高は，パドル工場，薄板圧延工場のばあい 1,000ポンドについて出来高
単価が定められていたのだが，レール圧延工場のばあいは，圧延エが個数出来
高，再熱炉の労働者は重量出来高 (1,000ボンド）であった。 1874年のベッセマ
ー工場I, ]Iでは，装填回数か重量単位のどちらかがとられていた。第 9表は
上の2種の工場における出来高率の例である118)。ベッマー工場の鉱滓（スラグ）
係のみが74年まで作業方賃金＋ベネフッツであるのは，鉱滓の量の確定が困難
だからであろう。あとは雑役夫，運搬係などから経験的熟練エー一例えば第I
116) a:. a. 0., WA珊 57,s. 6. 
117) a. a. 0., WA N 327, Special-Regulativ ... . 
118) a. a. 0., WA N 684, Personalia des Ressorts R. Eichhoff 1870-74, WA IV 
776, B蕊semeru. Schienenwalzwerk Produkcionskosten u. Lohneより b なお
ペッセマー工場Iでは1873年7月にはなお作業方賃金＋ペネフィッ。
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圧延工，キュボラ係—まで， しかも圧延工場では第 I,第Iという格差をつ
けて74年までには出来高率が設定されている。注目すべきところは， 1874年時
点ではベッセマー工場I, Iとも重量出来高と装填回数による出来高制の両方
が使い分けられていたのが， 1877年にはかつて作業方賃金＋ベネフィツであっ
た鉱滓係も含めて，重量出来高制への一元化が達成されていることである。こ
の間に，生産物の均質化，生産量の規則化が達成され，より合理的な生産量に
従った費用計算がより一層可能となり，また押し進められたことを物語ってい
る。なお，第1ベッセマー工場の装置や出来高率算定単位が変わっているので
正確とはいえないが， 1873年から年々各職種の出来高率が切下げられたことは
明瞭に読みとれる。とくに74年と77年との間で異なるのは，炉がガス炉からキ
ュボラに変わったことで，加熱係の出来高賃金率は70彩近くも引下げられてい
ることである。単位が同じ鋳造係は77年に比して8彩，コークス運搬係は20彩
強の切下げとなっている。みぞ形係が逆に2倍になっていることは何らかの作
業内容の変更があったからであろう。
他に表から気づくことは，レール圧延工場の職長が出来高賃率，しかも最高
，の率を設定されていることである。 1872年にレール圧延工場では， 2人の書記，
2人の監督係 Aufseher, 3人の事業所長アシスクント， 1人の上級職長， 1 
人の職長が記録に残っており，ベッセマー工場では 9人の職長と 2人の監督係，
そして計5人の書記・アシスタント・上級職長が居たことがわかっている119)。
1878年にはベッセマー工場と分塊圧延工場には， 7人の職長一ー内 5人が定額
日給—, 2人の監督係， 2人の書記， 4人の上級職長， 1人の事務長，そし
て事業所長ロイター，アシスクント（ヴァイヌ）の構成となっている。レール圧
延工場では，圧延職長は 3人（内2人は固定日給）， 加熱炉職長は 2人（日給），監
督係は 2人（いずれも日給），書記 1人，アシスクント 3人そして事業所長シュヴ
119) WA IV 674 Papiere aus dem NachlaB C. Uhlenhaut betr. verschiedene 
Angelegenheiten des Ressorts R. Eichhoff 1863-93. 
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ァープという構成になっている120)。 この内， 書記は 2週以上の固定給であっ
たけれども，監督係や職長は以上のように必ずしもすべてが固定給を支払われ
たわけではなかった。職長や監督係は労働者を指導し，監督することを義務づ
けられたけれども.(「一般服務規則」 56条）， 同時に出来高労働制の下にも置かれ
たのである。対象とする時期1870年代までに，職長，監督係以外に，例えば班
長 Vorarbeiterという名称の労働者は運搬・雑役作業以外にはまだ居ないか
ら，職長は一部事実上班長の地位を占めていたのであり，結局名称の上では上
級職長と区別され，所得の上では出来高制か固定制(14日ないし1月）かで計 3な
いし 4段階に区別されていたとみてよい。なお1872年初頭で，製鋼・圧延部門
R. アィヒホフ管轄下の労働者中固定月給受領者は 11人居たことがわかってい
る121)。表の中の出来高率の定まった職長は，こうして後の班長の地位にあるも
のと理解できるのである122)。
以上，クルップにおける賃金設定方法，賃金率等についてみてきた。 1885年
の事業所賃金事務局支払の「賃金に関する一般規定」は，今まで述べtここと以外
に，出来高労働者であっても必ず事業所長によって，各労働者の生産性に応じ
た作業方賃金率(1作業方は朝6時から夕方 7時までの13時間）が設定されるぺきこ
と(9条）， そして忠誠心を示す労働者には，賞与 Gratificationが与えられる
(10条）ことが規定されていた。前者は実効賃金計算が延びたり，出来高労働が賃
金支払期間(14日）を超えたばあいにさしあたり作業方賃金で支払うため(6条），
配転されたばあいのその都度の賃金カードの本部への届出（各事業所の届出義務）
という煩しさを避け，各事業所間の労働配分を賃金率設定に関してスムースに
120) WA XV C81 Orientierungs-Plan der Fried. Krupp'schen GuBstahlfabrik 
nebst Beamten Verzeichniss 15. Nov. 1878. 
121) a. a. 0., WA IV 673. 
122) 1885年の「賃金に関する一般規則」では， 労働生産性の記録をつけるのは． 書記と
班長そしてそれを確認するのは職長となっているから (4条）， 80年代にはすでに班
長職が一般化したものと思われる。 WA53/ 4 Circular u. Verf也gungen1885-
1889より。
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するためである。賞与はすでに古くから Geschenkscheinという名目で 1年
を単位に支払われていたが，その対象は大概職長や監督係，書記，技師そして
仕上工，鋳造工，鍛造工や他の熟練工であった123)。
賃金カードや賃金表，超過労働や出勤の記録である作業時間帳の作成とコン
トロールは，各上司の確認の他に守衛（出勤記録とのつきあわせ），賃金事務局で
も行われた124)。賃金事務局はすでに 1863年に事務所 Kontorの裏側に設置さ
れて，各事業所からの出勤状況，労働時間，賃金率などに関する資料を基に賃
金を計算し，支払っていた125)。1866年には会計制度が導入されているから126),
賃金の計算はすでに60年代からかなり合理的に行われていたと考えてよいだろ
う。賃金支払期間は通常14日（労働日は12日）となっていたのであるが，この期
間で支払われるのは作業方賃金であった。 H.デーレの回想によれば，実効賃
金の計算は 1月ごとに，各月の前半期の内に行われ，計算が終ってから 1週間
後に賃金の支払がなされたという 127)。従って， ベネフィツ， あるいは出来高
賃金の残余分は新規採用者のばあい長ければ5週間程先に取得可能ということ
になる。このような労働賃金の計算日と支払日のズレは，当時のドイツでは程
度の差こそあれかなり一般的に行われていた方法であり，クルップや鉄鋼企業
に限られた方法ではなかった。他にも，労働者を拘束するために賃金の一部を
一定の額になるまで保留し＿クルップのばあいも扶助金庫への強制加入制度
があった一一，それ以前に離職したら，保留分は工場内の扶助金庫に入れるか，
工場主が取得することなども行われていた128)。つまり賃金支払いの遅れは，
賃金計算事務の煩雑さもあったかもしれないが，一般的には一定期間の労働者
123) WA N 674 Geschenkschein. 
124) Circular Nr 9 vom 15 Mai 1873, (6条）， in:G. Adelmann, ibid., S.323. 
125) WA fl 149 Erinnerungen von Franz Koller vom 16. 7. 1906. 
126) a. a. 0., WA珊 57,s. 1. 
127) Ibid. 
128) a. a. 0., Reichskanzler-Amt 1877, の第3章 Fabrikar bei terverhaltnissの第3
節 LohnzahlungS. 231~242. 
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の定着（拘束）を意図したものであった。なおクルップでは， 1885年の「賃金に
関する一般規則」によれば，中途入職者と離職者に対しては，実効賃金を日割
りで計算して支払うようになっていた(17条）129) 0 
では，このような賃金支払い方法の下で，クルップの労働者はどのくらいの
賃金を受取っていたのであろうか。次にこの点を検討してみよう。
第 3節 クルップ製鋼・圧延工場の賃金構造
賃金構造に関する資料は，序でも述べたように，クルップの製鋼・圧延部門
の賃金表が，しかも1860年代後半から1874年までのそれがバラバラに存在する
以外は， 1875年前後の各工場の職種別平均賃金収入の統計表があるにすぎな
い。従って賃金構造の変化，それの各工場間の相違などをみるには不十分であ
るが，当面対象とする時期の賃金構造の特徴を把握することは可能である。
第10表から13表まではクルップの製鋼・・圧延部門の賃金台帳から，作業方賃
金と実効収入に基づいて各賃金階層にどのくらいの労働者が含まれていたのか
をみたものである130)。必ずしも系統的な資料に基づいてはいないが，そしてま
た実効賃金の集計作業を 1マルクづつの階層区分をして行ったために，緻密さ
に欠ける嫌いがあるが，しかしこの当時の大凡の賃金構造の特徴をみい出すこ
とは可能である。まず，すでに述べたことであるが，作業方賃金率の動向をみ
ると，レール圧延工場，薄板圧延工場とも1872年からそれ以前には1.5~2. 0マル
ク（正確には 1.6マルク）の間に最大の労働者が含まれていたのが， 2.0~3. 0マル
ク（正確には 2.1マルクと2.6マルク）の間に来ており，ベッセマー工場でも 74年
の統計からみると72年頃同じような作業方賃金の引上げが行われたことが推定
129) a. a. 0., WA 53/4. 
130)パドル圧延工場 Iに関する第14表では， 1871年の実効賃金に関する統計がのってい
ないのだが，これは筆者の手落ちである。 アルヒー フ作業当時， 箪者にはパドル鉄
（鋼）はベッセマー 銅， マルチィン鋼， トーマス鋼の出現で急速にドイツ鉄鋼業から
消失していったという固定観念があって， どうしてもパドル工場に関するものの記
録をノートすることには気が進まなかったからである。次に渡独する機会があると
きには，この不備を充たしておきたい。
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できる。ただ相違は両圧延工場の方が72年以降散らばりの幅が大きいことであ
る。パドル工場は72年 8月まで作業方賃金率の最大多数を占めるのは 1.5マル
クから 2.0マルクの間の階層（正確には 1.7マルク）である。ということは， 1871
年までは，作業方賃金率では各工場の大部分の労働者が， 1.6マルクか 1.7マ
ルクの作業方賃金率で雇用されていたことになる。これら労働者の職種はレー
ル圧延工場では， I,1I圧延工，雑役夫 Platzarbeiter, 常温のこ係，熱調整
係，のこぎり調整係，機械操作係， レール穴あけ係とその補助労働者などが含
まれているが，より上層にもこれら職種の労働者がいるから，経験の浅い者が
1. 6マルクの作業方賃金を設定されたのだと考えることができる。それ以下の
階層には未成年の「使い走り」あるいは傷害者などが含まれている。作業方賃
金階層の中間には第I加熱係，昇降係，第 I機械係，仕上工，鍛造工などがい
て，最上層には言うまでもなく，第 I圧延工，第 I加熱係，レール調整エそし
第10表ベッセマー工場
1866(1) ・1868(2)
a b I a b I 
1874(3) 
a b 
6.0M. 以上
5.5~6.0 
5.0~5.5 
4.5~5.0 
4.0~4.5 
3.5~4.0 
3.0~3.5 
2.5~3.0 
2.0~2.5 
1. 5~2. 0 
1. O~l. 5 
0. 5~1.0 
0.1~0.5 
??
???
??
? ? ?
} 2 } 12 } 2 } 28 } 249 
} 5 } 62 } 4 }161 } 14 }295 
? ? ? ????、
? ? ? ?
?
????
???ー
?，?????
295 
5 } 21 
} 17 } 10 ¥ } 15 } 3 
11 
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，．ー 、
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40 
(1 7月28日~11月16日 a: 作業方賃金率
(2) 7月1日~9月4日 b: 実効賃金
(31 4月1日~7月30日
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て圧延織長などが含まれる。ベッセマー工場の方は， 1. 6マルクの周辺には，
各種運搬係，雑役夫，補助労働者の他，取瓶係，鋳造係，天井クレーン係，機
械操作係，運搬班長，倉庫係，破砕係などが30ペニヒの格差の中に含まれ，そ
れより上層に行くと仕上工，鍛造工，大工などの他に監督係，機械操作係，堪
渦修理工，鋳造工，取瓶係，れんが積みエなどが入り，最上層には職長，れん
が積み職長，仕上げ職長，送風係などがいる。薄板圧延工場，パドル工場につ
いては省くが，供えば第 1パドルエが最上層に近い作業方賃金率の階層に含ま
れたことは容易に想像がつくであろう。
さて，すでに述べたように，ベッセマー工場のばあいは， 1874年まで大概作
業方賃金＋ベネフィツで支払われたことを念頭において，次に実効賃金をみて
第1表 レー ル圧延工場
I 1866(1) 1810(2) 1811(3) 1811(4) 1812(s) 1873(6) 
I a b a b I a b a_ b a b I a b 
6.0M. 以上 1 20 22 
5.5~6.0 
} 1 } 12 } 35 5.0~5.5 
4. 5~5. 0 
} 2 } 2 } 3} 68 } 2 }121 4.0~4.5 
3. 5~4. 0 
} 4 } 8 } 5 }134 } 4 .}21 3. 0~3. 5 
2.5~3.0 ， 8} 39 )21l )56) 2.0~2.5 
1. 5~2. 0 
i")1s 
205 5 246 10 
1. 0~1. 5 l 2 l 2 0. 5~1. 0 12} l 
0.1~0.5 
(1) 7月25日~11月13日
(2) 5月28日~2月2日(1871)
172 
(3) 2月4日~7月7日
(4) 7月8日~2月2日 (1872)
(5) 3月16日~8月16日
(6) 1月18日~5月23日
10 12 31 
} 31 } 24 } 50 
} 2 }137 } 2 }1so } 3 }210 
} s }2s1 } 44 }251 } 38 }1s9 
}62] "l "') 
・t I 223 1 5 1t/ 341 ' I 5 408 6 i 3 
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いくと，実効賃金は，出来高制を採用している 3工場では1871年まで作業方賃
金率のおよそ倍額一ー1866年のレール圧延工場を除けば一ーの収入となってい
る。そして1873年には72年の作業方賃金の引上げを受けて出来高率の引上げが
行われたのであろう， 1872年の実効賃金と作業方賃金の階層の内，最大数の労
働者を含む階層間格差が両圧延工場で一旦縮まったのが，再び元に戻る傾向を
示している。これはレール圧延工場の実効賃金4.0~5.0マルクの労働者数270
人，薄板圧延工場の 5.0~6.0マルクの労働者数 144人と作業方賃金階層区分の
内で最大労働者数を含む階層を比べてみればわかる。ちなみに，他工場ではみ
られないのだが，再熱炉工のような熟練エ層のいる薄板圧延工場では1873年の
賃金統計で 9マルク以上の賃金収入を得たものが5人もいた。もちろんこのよ
うな賃金収入の急増の背後には超過労働の実施ということも影響していると思
われるのだが。
第12表薄板圧延工場
1870(1) 1871(2) 1872(3) 1873(4) 
I 
．．．． 
a b . a b I a・b I a b 
6.0M. 以上
5.5~6.0 
5.0~5.5 
4.5~5.0 
4.0~4.5 
3.5~4.0 
3,0...;3.5 
2.5~3.0 
2.0~2.5 
1. 5~2. 0 
1. O~l. 5 
0. 5~1. 0 
0. 1~0.5 
??
? ? ?
??
ー
???、?????
14 17 85 
??ー?、?、
?． ． 、
??
ー
..~..、
??? ? ?
??
?
．．、．．?
?.`
4..~ 
18: l 35 } 2:
??????．??
????
} 4 
?，?． ． ． ???????
??
•• 
???ー．．．．．．
?????
•••• 
(1) 5月28日~2月2日(1871)
(2) 2月4(:!~7月7日
(3) 3月16日~8月16日
(4) 8月16日~11月7日
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実効賃金の格差をみてみると，不熟練エと熟練エ（例えば職長）の間の格差は，
各工場とも 2~3倍に開いている131)。 しかも 5マルク以上の賃金階層に属す
る労働者の割合は，レール圧延工場が 8~13%, 薄板圧延工場は1873年を除け
ば，やはり 8%(70年は4彩）~13%, ベッセマー工場では， 0.5彩から 2.8%,
第Iパドル工場は21%(71年）となる。バドル工場に熟練エが多くて比較的高収
入労働者が多いのはわかるが，それでも 8割近くの労働者が 3~5マルクの間
に位置づけられていることを考えれば，少数の熟練（経験）エと多数の未・半熟
第13表パドル工場I
1871(1) 1871(2) 
a b a 
6.0M. 以上 8 
5.5~6.0 
} 17 5.0~5.5 
4.5~5.0 
} 5 } 1: } 5 4.•0~4. 5 
3.5~4.0 
1l 8 } 42 
21 
3.0~3.5 12 
2.5~3.0 
16 l 38 2.0~2.5 0 33 7 
1. 5~2. 0 65 54 
1. O~l. 5 l, l・ 0. 5~1. 0 0.1~0.5 
(1) 12月7日~4月1日(1871)
(2) 4月12日~8月15日
(3) 4月24日~8月13日
1872(3) 
a 
} 4 
17 ， 
23 
6 
62 l, 
＇（注） ルッペ圧延工場は含まれていない。
131)この賃金格差の考察においては， 極めて安い賃金の年少工 Laufjungeや傷害者の
居る賃金の最下層との格差は考慮しない。それらの層を入れると賃金格差論は意味
をなさなくなるからである。・また7表の平均賃金収入についての統計は， 年少工，
傷害者の賃金収入を入れているため， 多少過少となっている点を指摘しておこう。
とくに14オ~18オまでの年少労働者は鉄鋼業では 20世紀に入ってもかなり多数が鉄
鋼工場で働いていた。
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練工の間の広い賃金格差という構図は他工場と同じであろう。先に第一章の終
わりでみたカー，ダンロップ他は，経済先進国における熟練エと不熟練工の賃
金格差を 1.2~1.3倍とし，工業化初期段階では 2~4倍としているのである
が132), これを基準とすると， クルップの製鋼・圧延工場の賃金格差はなおエ
業化初期の段階から少し進んではいるにしても，そこから抜け出してはいない
と言えるであろう。ただ今までみてきた賃金統計はおよそ1873年までに関する
ものであり， 1874年以来の合理化と出来高制の普及，出来高率の切下げ，雇用
調整などによって， この状態がかなり改善された可能性はある。手許にある
1875年の職種別平均賃金統計では133), ベッセマー工場の送風職長の日収(6.6マ
ルク）と雑役夫の日収(2.97マルク）の格差は約2.2倍に縮まっている。ただ薄板
圧延工場のばあいは，圧延職長と雑役夫の格差は， 6.61マルクと3.17マルクで
2倍ほどだが，第 I再熱炉係と雑役夫のばあいは， 8.52マルクと 3.17マルク
で， 2.5倍と格差があり， 熟練エと不熟練工の賃金収入の開きはなお大きい。
他方，レール圧延工場の第 1加熱係5.90マルクと雑役夫3.02マルクとの間では
1. 95倍と格差は縮まっている。従って，全体として賃金格差は縮小していく傾
向にあったと思われるが，なお改善は「先進諸国」並みとまでは恐らく行かな
かったものと思われる。他方，合理化過程で職種間，職務間の賃金格差がより
連続化し，個々の職種，職務の間の格差が小さくなったという可能性もある。
例えば同じ資料によれば， レール圧延工場の加熱係は，第 I5. 90, 第II4.42, 
第il3. 92となっている。また昇降係は4.20, 装填係は3.68, 穴あけエ3.60とな
っている。ベッセマー工場では，送風係は，第 I(職長）以下，第I6. 00, 第m
5. 50, 第IV5. 25, 装填係4.20, 第I蒸気クレーンエ4.04, 第Iクレーンエ
3. 71, 水圧クレーン係4.25, 第I発生炉係4.12,第I発生炉係3.88,第 Iみぞ
形係3.69, 第Iみぞ形係2.52, 機械操作工は I~llまで各， 4.42,3.97, 3.85 
132)カー／ダンロップ／ハービソン／マイヤーズ，前掲訳書， 261-262ページ。
133) WA VIf. 741 Zusammenstellung der im I halbjahr 1875 gezahlten Durch-
schnitts=Accorde, Lohn. 
175 
176 隅西大學「経清論集」第36巻第1号 (1986年5月）
となっている。ベッセマー工場の取瓶係もキュボラの I~皿までの類別に従っ
て4.50から3.66までの間に入っている 134)容易に気付くことができるように，
以上の事実は1874年までにみたのとは異なり，職種の分化，職務群の形成が，
大量生産工場でより一層促進されたばかりでなく，不熟練エから半熟練エが賃
金収入階層においてかなり明瞭に識別可能になったことを示している。そして
賃金階層の上・中・下の連続性がかなりの程度に実現されつつあった， つま
り， 1873年までと異なって賃金の面では比較的明瞭に昇給機構が整えられ，労
働者にとっては上層に達する可能性が高まり，またその軌道を描くことが容易
になったという事をも示唆しているのである。しかしこれを実証できる賃金台
帳は存在しない。それ故，第一章のクルップの雇用政策で述べたように，クル
ップではとくに1872年の A.クルップによる「一般服務規則」の発布と73年恐
慌後の雇用調整の過程で，より一層強く労働市場を内部化するモメントをつく
りだすのであるが，そのことが賃金構造にどのように反映したかは大変興味深
い研究対象だとしても，当面の対象期間については，以上のように労働市場内
部化に対応するような連続的賃金階層が作られる傾向があったのではないかと
いうことを指摘するに留めざるをえないのである。
以上，クルップの製鋼・圧延工場の賃金構造の検討を行ってきた。賃金設定
方法も賃金構造も1874年以後重大な変化を来たしているのであるが，このこと
134) Ibid. なお，ProbierhausHと名付けられたクルップのマルチィン工場の1875年後半
期における 1日あたり平均貨金収入は次のようになっていた。 ベッセマー工場と同
じく，かなり職種の細分化とある一定の狭い職務群が構成されていることがわかる。
（専門エ） （日雇い労働者）
鋳 型 ： I". 4. 76M I. ガス混合係 4.19M 補助労働者 2.22M 
I. 鋳造係 4.35M I. ガス混合係 3.67M 日雇い夫 3.38M
I. 鋳造係 4.13M 皿．ガス混合係 3. 14M 守衛，見張り 2.39M
lI. 鋳造係 3.46M I . 溶融係 5.48M 年少労働者 1.20M 
機械操作係 4.27M Il. 溶融係 4.38M
れんが積係 3.78M Il. IV. 溶撤係 3.68M
鍛造工 3.20M
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は，技術者経済の早期確立過程，組営組織の合理化，一層の中央集権化，そし
てそれらに併った基幹労働者層の維持・育成という意味での労働市場の内部化
傾向，そして74年以降の急速な合理化等と相互に関連しあったものであった。
このようなクルップでみた諸関連が他の鉄鋼企業でも70年代~80年代にかけて
多かれ少なかれ出現したとは思われるのであるが，対照しうる賃金に関する詳
しい資料がないのでこの点も類推するに留めなければならない。
次にできることは， 1890年代以降，異った事情の下に—電機，機械，化学
工業の発展ー一競争的寡占の状態の中で再び飛躍的発展を遂げるクルップの，
労働市場とのかかわりや賃金を本稿で対象とした時期に対照させつつ分析して
みることである。 1900年代の鉄鋼業の労働市場や賃金がどのような変貌を遂げ
るのかは，しかし，すでに予定の枚数を大幅に超えた本稿では明らかにできな
い。それについては次稿において果たすことにしたい。
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